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はじめに 

 

今回、平成 28 年度神奈川県障害者自立支援協議会研修企画部会において神奈川県内

にて相談支援専門員として従事している方、約 1,000 名を対象に実態調査を実施、700

名を超える職員の方々にご回答いただきました。日頃のお忙しい業務のなか、調査項目

が多い実態調査アンケートにご回答いただき心より感謝申し上げます。 

 相談支援事業が市町村の必須となり、障害者の地域における自立した生活支援のコー

ディネーター機能を担う相談支援専門員が配置され、その後の法改正のなかで、相談支

援専門員はソーシャルワークの担い手であることが確認されました。その経過を踏まえ

神奈川県では、毎年、多くの相談支援専門員を養成して参りましたが、実態として研修

修了者の多くは相談支援専門員として従事しておらず、また、専従割合も低い現状が続

いています。その打開策を見出す切り口として、今回、実態調査を行い「計画相談の推

進」「相談支援体制の充実」「相談支援専門員の定着」「相談支援専門員の資質の向上」

に繋げたいと考えました。 

 今回の調査結果を基に、各地域協議会等において、地域相談支援体制の充実、相談支

援従事者の資質の向上等についての検討を重ね、結果として障害者が安心して地域で幸

せに暮らせる地域社会の構築に寄与できることを期待します。 
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第１章 本調査の概要 

 

１ 背景と目的 

 

障害者の地域等での自立した生活を支え、障害者の抱える課題の解決や適切なサービ

ス利用に向けて、きめ細かくケアマネジメントを実践・展開するために、相談支援専門

員に求められている役割は非常に大きい。 
 

平成18年４月に施行された障害者自立支援法により、新たに地域生活支援事業が設け

られ、相談支援事業が市町村の必須の事業となり、障害者の地域における自立した生活

支援のコーディネート機能を担う相談支援専門員が配置された。 

平成24年４月には、障害者自立支援法及び児童福祉法が改正され、平成25年４月に障

害者総合支援法が施行された。平成27年４月からは障害福祉サービスの支給決定者全員

に福祉サービス等利用計画、障害児支援利用計画の作成が義務付けられた。 

また、厚生労働省において、平成28年３月から７月にかけて、障害児者の相談支援の

質の向上を図るため有識者や関係団体で構成する「相談支援の質の向上に向けた検討

会」が開催され、「相談支援専門員の資質の向上」や「相談支援体制の在り方」につい

て幅広く議論が行われ、今後目指すべき方向性がとりまとめられ、相談支援専門員はソ

ーシャルワークの担い手であることが改めて確認された。 
 

本県の計画相談支援の進捗状況は、平成 28 年９月末時点で障害者総合支援法分が

94.2％（全国平均:96.3％）であり、都道府県中 43 番目の進捗率となっている。また、

計画相談に占めるセルフプランの割合は、障害者総合支援法分は 48.8％（全国平

均:17.8％）、児童福祉法分は 52.7％（全国平均：29.2％）であり、障害者総合支援法

分は全国でも１位のセルフプラン率となっている。 

平成 28 年 12 月時点において、本県の指定特定・指定障害児相談支援事業所で相談支

援業務に従事している相談支援専門員は 1,003 人で、平成 27 年度末時点の本県の相談

支援従事者初任者研修の修了者は、3,830 人である。相談支援従事者の研修修了者の約

４分の３が相談支援専門員として稼動しておらず、相談支援専門員の専従割合は約20％

である。 
 

こうした状況を踏まえ、県内の指定特定・指定障害児相談支援事業所等に従事する相

談支援専門員の業務実態等を把握することで、本県における計画相談の更なる推進、相

談支援体制の充実、相談支援専門員の定着、相談支援専門員の資質の向上を図るための

基礎資料を得ることを目的に、「相談支援専門員の業務等の実態に関する調査」を実施

した。 
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２ 調査の概要 

 

（１） 調査対象 

 

  神奈川県内の指定特定・指定障害児相談支援事業所、基幹相談支援センター等に従

事する相談支援専門員 

 

（２） 調査方法 

 

  神奈川県内の指定特定・指定障害児相談支援事業所等が設置されている市町村の障

害福祉主管課宛てに、調査票（１票）をメールで配布し、市町村において各相談支援

事業所にメールで配布・回収した調査票を、各市町村よりメールで回収した。 

 

【図表 調査の流れ】 

 

神奈川県障害者自立支援協議会研修企画部会事務局 

（神奈川県保健福祉局福祉部障害福祉課） 

 

       調査票配布               調査票とりまとめ 

 

 

市町村障害福祉主管課 

 

       調査票配布               調査票回答 

 

 

管内指定特定・指定障害児相談支援事業所等 

 

 

 

（３） 調査時期 

 

  平成 29 年１月４日 ～ ２月３日 
 

  ※特に示したもの以外は、平成 28 年 12 月 1 日現在の状況について調査を行った。 
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第２章 調査結果 

 

１ 調査回収状況 

 

  調査の母集団、回収数、回収率は以下のとおりであった。 

 

  母集団 ： 1,003 人（※１） 

  回収数 ：  708 人 

  回収率 ：   70.6％ 

 

 ※１ 「サービス等利用計画・障害児支援利用計画作成の進捗状況（平成 28 年 12 月

末時点）について」の県で独自に設定している調査項目である「貴市町村の指定

特定・障害児相談支援事業所における相談支援専門員の実人数（平成 29 年１月

１日現在）」の数 

 

NO 市町村名 専従 兼務 合計  NO 市町村名 専従 兼務 合計 

１ 横浜市 61 189 250  18 南足柄市 0 4 4 

２ 川崎市 19 163 182  19 綾瀬市 3 7 10 

３ 相模原市 19 69 88  20 葉山町 0 3 3 

４ 横須賀市 23 24 47  21 寒川町 6 3 9 

５ 平塚市 10 33 43  22 大磯町 0 6 6 

６ 鎌倉市 7 23 30  23 二宮町 0 3 3 

７ 藤沢市 3 70 73  24 中井町 0 0 0 

８ 小田原市 16 21 37  25 大井町 0 0 0 

９ 茅ヶ崎市 0 18 18  26 松田町 0 1 1 

10 逗子市 2 13 15  27 山北町 0 0 0 

11 三浦市 6 7 13  28 開成町 0 0 0 

12 秦野市 4 36 40  29 箱根町 0 0 0 

13 厚木市 1 33 34  30 真鶴町 0 0 0 

14 大和市 5 20 25  31 湯河原町 0 8 8 

15 伊勢原市 10 15 25  32 愛川町 0 1 1 

16 海老名市 2 12 14  33 清川村 0 0 0 

17 座間市 3 21 24    合計 200 803 1,003 
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参考： 県内の相談支援事業所数（平成 29 年４月１日現在） 

種別 指定特定・障害児相談支援事業所 指定一般相談支援事業所 

指定

状況 

指定特定・障

害児相談支援

事業所両方指

定あり 

指定特定相

談支援事業

所のみ  

指定障害児

相談支援事

業所のみ 

地域移行支

援・地域定

着支援両方

指定あり 

地域移行支

援のみ 

地域定着支

援のみ 

数 234 222 7 130 41 3 
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２ 調査結果概要 

 

（１）「相談支援専門員の基本情報」の調査結果概要 

 

○ 平均年齢は 46.3 歳であり、40 歳代が最も多く 252 人（35.6％）であった。

60 歳以上は 13.1％を占め、最高齢は 78 歳であった。 

○ 相談支援専門員としての実務経験の平均経験年数は 3.59 年で、「１年以上

３年未満」の方が最も多く 255 人（36.0％）で、５年未満の方が 555 人

（78.4％）であった。 

○ 勤務形態は、「常勤・兼務」が最も多く 418 人（59.0％）であった。「専従」

は、常勤・非常勤あわせて 241 人（34.0％）であった。 

○ 「常勤・兼務」の週の相談支援専門員としての勤務時間は、「10時間未満・

決まっていない」が 256 人（61.3％）であり、相談支援専門員として稼動する

時間が少ない。 

○ 兼務している職種は、「管理者」や「直接支援業務」などが多かった。 

○ 「社会福祉士」の保有者は 249 人（35.2％）、「精神保健福祉士」の保有者

は 155 人（21.9％）、「介護支援専門員」の保有者は 189 人（26.7％）であっ

た。 

○ 相談支援専門員になる前に、相談支援の経験がない方が 337 人（47.6％）で

あった。 

○ 相談支援専門員になる前に、相談支援の経験があった 371 人のうち、複数の

分野を経験している方は 153 人（41.2％）であり、一つの分野で相談経験を積

んでいる方が 218 人（58.8％）であった。 

○ 相談支援専門員として勤務する以前に「相談支援経験」が「有」（371 人）

のうち、相談支援の経験分野については、「知的」（41.8％）、「精神」

（37.2％）、「高齢」（28.6％）の順であった。 

○ 相談支援専門員になる前に、「医療」「就労」「教育」の分野を経験されて

いる方は、いずれも 10％以下であった。 

○ 相談支援専門員の「実務経験要件」のうち、「相談支援業務の要件」を満た

している方が、356 人（50.3％）であった。 

○ 相談支援専門員として勤務する以前の「障害分野の相談支援の経験」につい

て、「無」が 352 人（49.7％）であった 
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（２）「相談支援専門員の業務実態」の調査結果概要 

 

○ 担当件数の最頻値は「11-20 件」で、最多で 328 件であった。101 件以上担

当している方は 51 人（7.2％）であった。 

○ 平成 27 年度に「計画」の作成件数と「モニタリング」の実施件数の最頻値

は「11-20 件」で、最多で 803 件であった。101 件以上計画作成・モニタリン

グ実施等している相談支援専門員は、129 人（18.2％）であった。 

○ 「地域移行支援」を担当している相談支援専門員は 20 人であり、「地域定

着支援」を担当している相談支援専門員は 14 人である。「地域移行支援」と

「地域定着支援」の両方を担当している相談支援専門員は、３人であった。 

○ 担当件数が「有」の相談支援専門員 657 人のうち、困難ケースを抱えている

相談支援専門員は、530 人（80.7％）であった。 

○ 現在担当していて困難ケースとして感じる事例の課題については、「本人と

家族や支援者との意向が異なる」「家族の支える力が弱い」「家族の意向が強

く振り回される」の順であった。家族に関わる項目が多かった。 

○ 担当となった場合に、困難と感じる課題については、「家族の意向が強く振

り回される」「本人と家族や支援者との意向が異なる」「医療ニーズが高い」

の順であった。 

○ 勤務上の悩みについては、「自分の能力や資質に不安がある」「兼務業務が

忙しく、相談支援業務の時間が不十分」「残業が多い/仕事の持ち帰りが多い」

の順であった。 

○ 業務遂行上の悩みについては、「相談支援専門員の業務範囲が不明確」「記

録する書式が多く手間がかかる」「困難ケースへの対応」の順であった。 

○ 「業務遂行上の悩み、問題点」について相談できる人がいるのは、640 人

（90.4％）であった。 

○ 相談相手は、「事業所内の相談支援専門員」「事業所内の管理者」「市町村」

の順であった。基幹相談支援センターが設置されている市町村では、「基幹相

談支援センター」の割合が 21.0％であった。 

○ 業務負担感は「サービス導入のための事業所探し・調整」「サービス担当者

会議の開催」「初回のサービス等利用計画の作成」の順であった。初回の計画

作成に関する業務に、業務負担感を感じていた。 

○ 他機関との連携についての悩みは「関係機関と日程が合わず、サービス担当

者会議にむけての調整に時間がかかる」「サービス等利用計画の作成・送付す

る業務に手間がかかる」「主治医・医療機関との連携がとりにくい」の順であ

った。 

○ サービス等利用計画作成に関する課題については、「業務多忙で十分な計画

を作成できない」「必要な公的サービスが地域に不足している」「サービス事

業者との調整」の順であった。 
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（３）「人材育成ビジョン」の調査結果概要 

 

○ 人材育成ビジョンを知っていると回答したのは、395 人（55.8％）であった。 

○ 人材育成ビジョンを知っていると回答した 395 人のうち、日頃の業務で意識

している方は 208 人（52.7％）であった。 

 

 

（４）「研修」の調査結果概要 

 

○ 研修参加の際に重視する内容については、「研修内容」「研修日時」「業務

への影響」の順であった。 

○ 今後受講したい研修内容は、「意思決定支援」「障害特性」「権利擁護・成

年後見制度」「家族支援」「事例検討」の順であった。 

○ 専門コース別研修を受講したことのあるのは、179 人（24.9％）であった。

専門コース別研修の受講希望は、591 人（80.1％）であった。今後受講したい

コースは、「地域移行・地域定着、触法」「権利擁護・成年後見制度」「障害

児支援」の順であった。 

○ 神奈川県相談支援従事者等養成・確保推進事業の研修を受講したことのある

のは、352 人（49.7％）であった。 

○ 相談支援専門員を対象にした「研修情報の入手先」は、「職場（法人・事業

所）」「障害福祉情報サービスかながわ」「都道府県・市町村」の順であった。 

○ 平成 27 年度に「相談支援」に関する法定外研修（相談支援従事者初任者研

修、相談支援従事者現任研修を除く）（以下、法定外研修）を受講したのは、

49.6％であった。「常勤」と「非常勤」の間で、14.6ポイントの開きがあった。 

○ 平成 27 年度に受講した法定外研修の内容は、「事例検討」「障害特性」

「権利擁護・成年後見制度」「グループスーパービジョン」の順であった。 

○ 平成 27 年度に受講した法定外研修の内容で業務に役立った割合は、「支援

の見立て」「グループスーパービジョン」「障害特性」「権利擁護・成年後見

制度」「ストレングスアプローチ」の順であった。 

○ 平成 27 年度に受講した 351 人のうち、法定外研修の効果があったと答えた

のは 344 人（98.0％）であった。研修効果の具体的内容については、「支援や

業務の振り返りに役立った」「ケース支援や業務に役立った」「相談支援専門

員としての知識や技術の習得につながった（深まった）」の順であった。 
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合計 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代以上 不明

合計 708 21 181 252 160 81 12 1

100.0% 3.0% 25.6% 35.6% 22.6% 11.4% 1.7% 0.1%

男性 276 15 83 126 27 18 6 1

100.0% 5.4% 30.1% 45.7% 9.8% 6.5% 2.2% 0.4%

女性 430 6 97 126 133 62 6 0

100.0% 1.4% 22.6% 29.3% 30.9% 14.4% 1.4% 0.0%

不明 2 0 1 0 0 1 0 0

100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

３ 調査結果詳細 

 

(１)「相談支援専門員の基本情報」の調査結果 

 

（性別） 

  相談支援専門員の性別の割合は、男性が 276 人（39.0％）、女性が 430 人

（60.7％）、不明が 2人（0.3％）であった。 

      

図表１ 「性別」 

 

 

 

（年齢） 

平均年齢は 46.3 歳であり、40 歳代が最も多く 252 人（35.6％）であった。60 歳以

上は 13.1％を占め、最高齢は 78 歳であった。男性は 40 歳代までの方が 81.2％を占

めるが、女性は 40歳代までの方が 53.3％と、男性と比較すると女性は 50歳以上の方

が占める割合が多い。 

 

図表２ 「年齢」 × 「性別」 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

（勤務形態） 

  勤務形態は、「常勤・兼務」が最も多く 418 人（59.0％）であった。「専従」は、

常勤・非常勤あわせて 241 人（34.0％）であった。 

 

図表３ 「勤務形態」 

  

合計 男性 女性 不明

708 276 430 2

100.0% 39.0% 60.7% 0.3%

合計 常勤・専従 常勤・兼務 非常勤・専従 非常勤・兼務 その他

合計 708 206 418 35 47 2

100.0% 29.1% 59.0% 4.9% 6.6% 0.3%
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  「常勤・専従」（206 人）のうち、「30 歳～40歳代」が 156 人（75.7％）であり、

「50歳代以降」は43人（20.8％）であった。「常勤・兼務」（418人）のうち、「30

歳～40 歳代」が 245 人（58.6％）であり、「50 歳代以降」は 160 人（38.3％）であ

った。「50 歳代以降」（253 人）のうち、「常勤・専従」は 43 人（16.3％）であっ

た。 

 

図表４ 「年齢」 × 「勤務形態」 

 

 

 

  概ね経験年数が長いほど、「常勤・専従」の割合が高くなる傾向があった。 

 

図表５ 「勤務形態」 × 「相談支援専門員としての経験年数」 

 
 

 

合計 20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 不明

合計 708 21 181 252 160 81 12 1

100.0% 3.0% 25.6% 35.6% 22.6% 11.4% 1.7% 0.1%

常勤・専従 206 7 67 89 31 11 1 0
100.0% 3.4% 32.5% 43.2% 15.0% 5.3% 0.5% 0.0%

常勤・兼務 418 12 103 142 105 48 7 1
100.0% 2.9% 24.6% 34.0% 25.1% 11.5% 1.7% 0.2%

非常勤・専従 35 0 7 8 8 11 1 0
100.0% 0.0% 20.0% 22.9% 22.9% 31.4% 2.9% 0.0%

非常勤・兼務 47 2 4 12 16 10 3 0
100.0% 4.3% 8.5% 25.5% 34.0% 21.3% 6.4% 0.0%

その他 2 0 0 1 0 1 0 0
100.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0%

合計 常勤・専従 常勤・兼務 非常勤・専従 非常勤・兼務 その他

合計 708 206 418 35 47 2

100.0% 29.1% 59.0% 4.9% 6.6% 0.3%

１年未満 133 26 82 7 17 1

100.0% 19.5% 61.7% 5.3% 12.8% 0.8%

３年未満 255 74 152 12 16 1

100.0% 29.0% 59.6% 4.7% 6.3% 0.4%

５年未満 167 48 104 9 6 0

100.0% 28.7% 62.3% 5.4% 3.6% 0.0%

１０年未満 97 35 54 3 5 0

100.0% 36.1% 55.7% 3.1% 5.2% 0.0%

１０年以上 54 23 25 3 3 0

100.0% 42.6% 46.3% 5.6% 5.6% 0.0%

未解答 2 0 1 1 0 0

100.0% 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0%
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（兼務状況） 

  「常勤・兼務」（418 人）の勤務時間は、「10 時間未満・決まっていない」が 256 人

（61.3％）であった。「非常勤・兼務」（47 人）の勤務時間は、「10 時間未満・決まってい

ない」が 35 人（74.5％）であった。 

 

図表６ 「勤務時間」 × 「勤務形態」 

 

 

 

  兼務職種は、「その他」を除くと、「管理者」（22.7％）、「生活介護」（16.7％）、

「地域活動支援センター」（13.5％）、「居宅介護」（11.1％）の順であった。「介護支援

専門員」との兼務は 10.5％であり、10 人に１人の方が兼務をしている状況である。「その他」

では、「委託相談」、「事務職」、「社協職員」、「地域療育相談支援センター」、「保健

師」等があげられた。 

 

図表７ 「兼務職種」（複数回答） 

 

 

 

 

 

  

合計 ～５時間 ～10時間 ～15時間 ～20時間 ～30時間 ～40時間 40時間以上 決まっていない 不明

合計 467 83 58 17 54 38 48 16 151 2

100.0% 17.8% 12.4% 3.6% 11.6% 8.1% 10.3% 3.4% 32.3% 0.4%

常勤・兼務 418 73 51 15 48 34 47 16 132 2

100.0% 17.5% 12.2% 3.6% 11.5% 8.1% 11.2% 3.8% 31.6% 0.5%

非常勤・兼務 47 10 7 2 5 4 1 0 18 0

100.0% 21.3% 14.9% 4.3% 10.6% 8.5% 2.1% 0.0% 38.3% 0.0%

その他 2 0 0 0 1 0 0 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0%
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就
労
継
続
支
援
（

Ｂ
型
）

児
童
発
達
支
援

放
課
後
等
デ
イ
サ
ー

ビ
ス

居
宅
介
護

重
度
訪
問
介
護

同
行
援
護

行
動
援
護

重
度
障
害
者
等
包
括
支
援

保
育
所
等
訪
問
支
援

移
動
支
援

日
中
一
時
支
援

訪
問
入
浴
サ
ー

ビ
ス

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

地
域
活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

管
理
者

サ
ー

ビ
ス
提
供
責
任
者

介
護
支
援
専
門
員

そ
の
他

合計 35 28 3 2 78 16 0 5 9 4 27 15 10 52 14 20 15 0 8 34 20 0 9 63 106 44 49 108

(467人) 7.5% 6.0% 0.6% 0.4% 16.7% 3.4% 0.0% 1.1% 1.9% 0.9% 5.8% 3.2% 2.1% 11.1% 3.0% 4.3% 3.2% 0.0% 1.7% 7.3% 4.3% 0.0% 1.9% 13.5% 22.7% 9.4% 10.5% 23.1%
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（相談支援従事者法定研修の受講状況） 

  相談支援従事者初任者研修受講年度は、バラつきはあるが「平成 19 年度」～「平成 23 年

度」の受講生が少なかった。 

 

図表８ 「相談支援従事者初任者研修の受講年度」 

 

 

 

  現任研修を受講した回数は、「無」が最も多く 336 人（47.5％）であった。 

 

図表９ 「現任研修受講回数」 

 

 

 

 

 （保有資格） 

  相談支援専門員の保有資格は、「社会福祉主事任用資格」（38.8％）、「社会福祉士」

（35.2％）、「介護福祉士」（35.0％）の順であった。基幹相談支援センター等機能強化事

業において、特に必要と認められる能力を有する専門的職員として示されている「社会福祉

士」「保健師」「精神保健福祉士」の取得状況は、「社会福祉士」（35.2％）、「保健師」

（0.7％）、「精神保健福祉士」（21.9％）であった。「介護支援専門員」の保有者は、

26.7％であった。 

 

図表 10 「保有資格」（複数回答） × 「年齢」 

 

  

合計 平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 未回答

合計 708 90 22 25 41 33 43 79 92 124 110 48 1

100.0% 12.7% 3.1% 3.5% 5.8% 4.7% 6.1% 11.2% 13.0% 17.5% 15.5% 6.8% 0.1%

合計 無 １回 ２回 ２回以上

合計 708 336 251 97 24

100.0% 47.5% 35.5% 13.7% 3.4%

医
師

歯
科
医
師

薬
剤
師

保
健
師

助
産
師

看
護
師

准
看
護
師

理
学
療
法
士

作
業
療
法
士

社
会
福
祉
士

介
護
福
祉
士

精
神
保
健
福
祉
士

視
能
訓
練
士

義
肢
装
具
士

言
語
聴
覚
士

歯
科
衛
生
士

は
り
師
・
灸
師

あ
ん
摩
マ
ッ

サ
ー

ジ
指
圧
師

柔
道
整
復
師

管
理
栄
養
士

栄
養
士

保
育
士

介
護
支
援
専
門
員

社
会
福
祉
主
事
任
用
資
格

居
宅
介
護
職
員
初
任
者
研
修
（

ホ
ー

ム
ヘ
ル
パ
ー

２
級
以
上
含
む
）

児
童
指
導
員
任
用
資
格

精
神
障
害
者
社
会
復
帰
指
導
員
任
用
資
格
者

未
回
答
/
資
格
な
し

合計 0 0 1 5 2 19 5 1 4 249 248 155 0 0 0 1 1 1 0 4 6 76 189 275 179 63 3 42

(708人） 0.0% 0.0% 0.1% 0.7% 0.3% 2.7% 0.7% 0.1% 0.6% 35.2% 35.0% 21.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.6% 0.8% 10.7% 26.7% 38.8% 25.3% 8.9% 0.4% 5.9%

20歳代 0 0 0 0 0 0 0 0 0 8 2 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 10 1 2 0 3

(21人） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 38.1% 9.5% 38.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 9.5% 0.0% 47.6% 4.8% 9.5% 0.0% 14.3%

30歳代 0 0 0 0 0 2 0 0 2 68 56 52 0 0 0 0 0 0 0 0 0 27 22 93 56 15 1 4

(181人） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 1.1% 37.6% 30.9% 28.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 14.9% 12.2% 51.4% 30.9% 8.3% 0.6% 2.2%

40歳代 0 0 0 2 1 6 0 1 1 101 92 55 0 0 0 0 0 0 0 3 1 18 75 96 47 23 1 16

(252人） 0.0% 0.0% 0.0% 0.8% 0.4% 2.4% 0.0% 0.4% 0.4% 40.1% 36.5% 21.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.2% 0.4% 7.1% 29.8% 38.1% 18.7% 9.1% 0.4% 6.3%

50歳代 0 0 0 2 1 7 1 0 1 48 70 21 0 0 0 1 0 0 0 1 5 20 57 51 44 16 1 11

(160人） 0.0% 0.0% 0.0% 1.3% 0.6% 4.4% 0.6% 0.0% 0.6% 30.0% 43.8% 13.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.6% 3.1% 12.5% 35.6% 31.9% 27.5% 10.0% 0.6% 6.9%

60歳代 0 0 0 1 0 4 4 0 0 21 26 18 0 0 0 0 1 1 0 0 0 9 33 20 26 7 0 6

(81人） 0.0% 0.0% 0.0% 1.2% 0.0% 4.9% 4.9% 0.0% 0.0% 25.9% 32.1% 22.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.2% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0% 11.1% 40.7% 24.7% 32.1% 8.6% 0.0% 7.4%

70歳以上 0 0 1 0 0 0 0 0 0 2 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 4 5 0 0 2

(12人） 0.0% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 16.7% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 33.3% 41.7% 0.0% 0.0% 16.7%

不明 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

(1人） 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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（相談支援専門員の経験） 

  相談支援専門員としての実務経験の平均経験年数は 3.59 年であり、「１年以上３年未満」

の方が最も多く255人（36.0％）であった。「５年未満」の方が555人（78.4％）であった。 

 

図表 11 「相談支援専門員としての経験年数」 

 

 

 

 

（相談支援の経験） 

  相談支援専門員として勤務する前の「相談支援経験の有無」について、「無」が 337 人

（47.6％）であった。 

 

図表 12 「相談支援専門員として勤務する以前の相談支援の経験」 

 

 

 

  相談支援専門員として勤務する以前に「相談支援経験」が「有」（371 人）のうち、相談

支援の経験分野については、「知的」（41.8％）、「精神」（37.2％）、「高齢」（28.6％）

の順であった。「教育」、「医療」、「就労」に関しては、10.0％を下回っていた。 

 

図表 13 「相談支援専門員として勤務する以前に経験した相談支援の分野」（複数回答） 

  

 

 

  相談支援専門員として勤務する以前に、ひとつの相談支援分野を経験している方は 218 人

（58.8％）であった。複数の分野を経験している方は 153 人（41.2％）であった。 

 

図表 14 「相談支援専門員として勤務する以前に経験した相談支援の分野数」 

 

  

合計 １年未満 ３年未満 ５年未満 １０年未満１０年以上未解答

合計 708 133 255 167 97 54 2

100.0% 18.8% 36.0% 23.6% 13.7% 7.6% 0.3%

合計 有 無

合計 708 371 337

100.0% 52.4% 47.6%

身体 知的 精神 児童 高齢 医療 就労 教育 その他

合計 95 155 138 86 106 32 32 16 26

(371人) 25.6% 41.8% 37.2% 23.2% 28.6% 8.6% 8.6% 4.3% 7.0%

合計 1 2 3 4 5 6 7

合計 371 218 69 34 29 14 5 2

100.0% 58.8% 18.6% 9.2% 7.8% 3.8% 1.3% 0.5%
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  相談支援専門員として勤務する以前に、「相談支援の経験」の平均経験年数は 4.52 年であ

り、５年以上の経験がある方は、257 人（69.3％）であった。 

 

図表 15 「相談支援専門員として勤務する以前の相談支援経験年数」 

 

 

 

  相談支援専門員として勤務する以前の「障害分野の相談支援の経験」について、「無」が

352 人（49.7％）であった。 

 

図表 16 「相談支援専門員として勤務する以前の障害分野の相談支援の経験」 

 

 

 

相談支援専門員として勤務する以前に「障害分野の相談支援の経験」の平均経験年数は

3.72 年であり、５年以上の経験がある方は、207 人であった。相談支援専門員として勤務す

る以前に「障害分野の相談支援の経験」のある方の 58.1％であった。 

 

図表 17 「相談支援専門員として勤務する以前の障害分野の相談支援の経験年数」 

 

  

合計 １年未満 ３年未満 ５年未満 １０年未満 １０年以上 不明

合計 371 19 41 49 128 129 5

100.0% 5.1% 11.1% 13.2% 34.5% 34.8% 1.3%

合計 有 無

合計 708 356 352

100.0% 50.3% 49.7%

合計 １年未満 ３年未満 ５年未満 １０年未満 １０年以上

合計 356 42 52 55 103 104

100.0% 11.8% 14.6% 15.4% 28.9% 29.2%
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（実務経験要件） 

  相談支援専門員の「実務経験要件」のうち、「相談支援業務の要件」を満たしている方が、

356 人（50.3％）であった。「直接支援業務の要件」のみの方が、94 人（13.3％）であった。 

 

図表 18 「相談支援専門員の実務経験要件」（複数回答） 

 

 

 

 

（福祉分野の経験年数） 

  福祉分野の平均経験年数は16.0年であり、「10年以上」が最も多く568人（80.2％）であ

った。 

 

図表 19 「福祉分野の経験年数」 

 

 

 

 

（現職場の経験年数） 

  現職場の平均経験年数は7.28年であり、「10年以上」が最も多く202人（28.5％）であっ

た。「3年未満」も 212 人（30.0％）であった。 

 

図表 20 「現職場の経験年数」 

 

  

相談支援業務 直接支援業務 有資格者等

合計 356 304 425

50.3% 42.9% 60.0%

合計 １年未満 ３年未満 ５年未満 １０年未満 １０年以上 不明

合計 708 2 9 16 107 568 6

100.0% 0.3% 1.3% 2.3% 15.1% 80.2% 0.8%

合計 １年未満 ３年未満 ５年未満 １０年未満 １０年以上 不明

合計 708 65 147 132 159 202 3

100.0% 9.2% 20.8% 18.6% 22.5% 28.5% 0.4%
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(２)「相談支援専門員の業務実態」の調査結果 

 

（現在の担当件数） 

  現在担当している件数が「有」と回答したのは、657 人（92.8％）であった。 

 

図表 21 「担当件数の有無」 

 

 

 

  「サービス等利用計画」を担当している相談支援専門員は、599 人（84.6％）であった。

「障害児利用支援計画」を担当している相談支援専門員は、216 人（30.5％）であった。

「地域移行支援」を担当している相談支援専門員は、20 人（2.8％）であった。「地域定着

支援」を担当している相談支援専門員は、14 人（2.0％）であった。 

 

図表 22 「現在担当している計画種別」 

 
 

 

  「サービス等利用計画」のみ担当している相談支援専門員は、406 人であった。 

  「障害児利用支援計画」のみ担当している相談支援専門員は、48 人であった。 

  「サービス等利用計画」と「障害児利用支援計画」の両方を担当している相談支援専門員

は、168 人であった。 

  「地域移行支援」と「地域定着支援」の両方を担当している相談支援専門員は、３人であ

った。 

 

図表 23 「現在担当している計画種別分類」 

 

 

  

合計 有 無

合計 708 657 51

100.0% 92.8% 7.2%

サービス等利用計画 障害児利用支援計画 地域移行支援 地域定着支援

担当している 599 216 20 14

84.6% 30.5% 2.8% 2.0%

担当していない 109 492 688 694

15.4% 69.5% 97.2% 98.0%

担当している計画 担当者数 サービス等利用計画 障害児利用支援計画 地域移行 地域定着 他なし

サービス等利用計画 599 - 168 19 13 406

障害児利用支援計画 216 168 - 2 2 48

地域移行 20 19 2 - 3 1

地域定着 14 13 2 3 - 1
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  「サービス等利用計画」を担当している相談支援専門員１人あたりの担当件数の最頻値は、

「1-５件」「11-20 件」、平均は 30.5 件であり、最多は 165 件であった。101 件以上担当し

ているのは、26人（3.6％）であった。兼務の方でも41人の方が51件以上作成している。経

験年数が１年未満の方は「1-5 件」が最多の 37 人（27.8％）であり、１年以上の方と比較す

ると担当件数は少なくなっているが、101 件以上担当している方もいる。 

 

図表 24 「現在担当しているサービス等利用計画」 × 「勤務形態」 

 
 

 

図表 25 「現在担当しているサービス等利用計画」 × 「経験年数」 

 

 

 

図表 26「現在担当しているサービス等利用計画」×「相談支援専門員としての勤務時間(週）」 

 

  

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151件以上

合計 708 109 115 64 115 98 53 42 22 21 22 13 8 23 3

100.0% 15.4% 16.2% 9.0% 16.2% 13.8% 7.5% 5.9% 3.1% 3.0% 3.1% 1.8% 1.1% 3.2% 0.4%

常勤・専従 206 15 8 12 31 36 22 18 12 12 11 9 4 14 2

100.0% 7.3% 3.9% 5.8% 15.0% 17.5% 10.7% 8.7% 5.8% 5.8% 5.3% 4.4% 1.9% 6.8% 1.0%

常勤・兼務 418 81 83 42 67 56 27 20 9 8 11 3 3 7 1

100.0% 19.4% 19.9% 10.0% 16.0% 13.4% 6.5% 4.8% 2.2% 1.9% 2.6% 0.7% 0.7% 1.7% 0.2%

非常勤・専従 35 7 4 1 10 4 2 3 0 1 0 1 1 1 0

100.0% 20.0% 11.4% 2.9% 28.6% 11.4% 5.7% 8.6% 0.0% 2.9% 0.0% 2.9% 2.9% 2.9% 0.0%

非常勤・兼務 47 4 20 9 7 2 2 1 1 0 0 0 0 1 0

100.0% 8.5% 42.6% 19.1% 14.9% 4.3% 4.3% 2.1% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.1% 0.0%

その他 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151件以上

合計 708 109 115 64 115 98 53 42 22 21 22 13 8 23 3

100.0% 15.4% 16.2% 9.0% 16.2% 13.8% 7.5% 5.9% 3.1% 3.0% 3.1% 1.8% 1.1% 3.2% 0.4%

１年未満 133 36 37 15 10 17 2 5 2 3 2 1 0 3 0

100.0% 27.1% 27.8% 11.3% 7.5% 12.8% 1.5% 3.8% 1.5% 2.3% 1.5% 0.8% 0.0% 2.3% 0.0%

３年未満 255 29 50 24 39 38 23 15 7 8 11 2 3 4 2

100.0% 11.4% 19.6% 9.4% 15.3% 14.9% 9.0% 5.9% 2.7% 3.1% 4.3% 0.8% 1.2% 1.6% 0.8%

５年未満 167 29 13 11 30 22 14 12 8 4 5 6 4 9 0

100.0% 17.4% 7.8% 6.6% 18.0% 13.2% 8.4% 7.2% 4.8% 2.4% 3.0% 3.6% 2.4% 5.4% 0.0%

１０年未満 97 12 11 11 18 11 7 7 3 4 3 4 1 4 1

100.0% 12.4% 11.3% 11.3% 18.6% 11.3% 7.2% 7.2% 3.1% 4.1% 3.1% 4.1% 1.0% 4.1% 1.0%

１０年以上 54 3 4 3 16 10 7 3 2 2 1 0 0 3 0

100.0% 5.6% 7.4% 5.6% 29.6% 18.5% 13.0% 5.6% 3.7% 3.7% 1.9% 0.0% 0.0% 5.6% 0.0%

未解答 2 0 0 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151件以上

合計 708 109 115 64 115 98 53 42 22 21 22 13 8 23 3

100.0% 15.4% 16.2% 9.0% 16.2% 13.8% 7.5% 5.9% 3.1% 3.0% 3.1% 1.8% 1.1% 3.2% 0.4%

～５時間 85 20 29 11 18 5 2 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 23.5% 34.1% 12.9% 21.2% 5.9% 2.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

～10時間 66 6 14 10 12 10 3 8 1 1 1 0 0 0 0

100.0% 9.1% 21.2% 15.2% 18.2% 15.2% 4.5% 12.1% 1.5% 1.5% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

～15時間 24 4 1 4 6 3 2 0 0 0 2 1 0 1 0

100.0% 16.7% 4.2% 16.7% 25.0% 12.5% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0% 8.3% 4.2% 0.0% 4.2% 0.0%

～20時間 61 14 8 4 10 11 5 1 4 1 0 1 2 0 0

100.0% 23.0% 13.1% 6.6% 16.4% 18.0% 8.2% 1.6% 6.6% 1.6% 0.0% 1.6% 3.3% 0.0% 0.0%

～30時間 56 4 5 3 18 7 2 6 2 2 0 1 1 5 0

100.0% 7.1% 8.9% 5.4% 32.1% 12.5% 3.6% 10.7% 3.6% 3.6% 0.0% 1.8% 1.8% 8.9% 0.0%

～40時間 160 11 9 13 22 27 19 14 10 10 6 5 3 10 1

100.0% 6.9% 5.6% 8.1% 13.8% 16.9% 11.9% 8.8% 6.3% 6.3% 3.8% 3.1% 1.9% 6.3% 0.6%

40時間以上 100 5 5 2 11 18 14 10 5 6 11 5 1 6 1

100.0% 5.0% 5.0% 2.0% 11.0% 18.0% 14.0% 10.0% 5.0% 6.0% 11.0% 5.0% 1.0% 6.0% 1.0%

決まっていない 154 45 43 17 17 17 6 3 0 1 2 0 1 1 1

100.0% 29.2% 27.9% 11.0% 11.0% 11.0% 3.9% 1.9% 0.0% 0.6% 1.3% 0.0% 0.6% 0.6% 0.6%

未解答/複数回答 2 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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  「障害児利用支援計画」を担当している相談支援専門員１人あたりの担当件数の最頻値は

「1-５件」、平均は 26.7 件で、最多は「常勤・兼務」の方が 315 件であった。101 件以上担

当しているのは、14 人（1.9％）で、「常勤・兼務」の方が多くの件数を担当していた。 

 

図表 27 「現在担当している障害児利用支援計画」 × 「勤務形態」 

 

 

 

図表 28 「現在担当している障害児利用支援計画」 × 「経験年数」 

 

 

 

図表 29 「現在担当している障害児利用支援計画」 × 「相談支援専門員としての勤務時間（週）」 

 
  

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151-200件 201件以上

合計 708 492 93 26 32 17 10 6 5 4 5 1 3 5 6 3

100.0% 69.5% 13.1% 3.7% 4.5% 2.4% 1.4% 0.8% 0.7% 0.6% 0.7% 0.1% 0.4% 0.7% 0.8% 0.4%

常勤・専従 206 126 41 8 8 6 4 3 3 0 3 0 1 1 1 1

100.0% 61.2% 19.9% 3.9% 3.9% 2.9% 1.9% 1.5% 1.5% 0.0% 1.5% 0.0% 0.5% 0.5% 0.5% 0.5%

常勤・兼務 418 304 39 18 21 10 6 1 2 2 2 0 2 4 5 2

100.0% 72.7% 9.3% 4.3% 5.0% 2.4% 1.4% 0.2% 0.5% 0.5% 0.5% 0.0% 0.5% 1.0% 1.2% 0.5%

非常勤・専従 35 24 4 0 2 0 0 2 0 2 0 1 0 0 0 0

100.0% 68.6% 11.4% 0.0% 5.7% 0.0% 0.0% 5.7% 0.0% 5.7% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

非常勤・兼務 47 37 9 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 78.7% 19.1% 0.0% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151-200件 201件以上

合計 708 492 93 26 32 17 10 6 5 4 5 1 3 5 6 3

100.0% 69.5% 13.1% 3.7% 4.5% 2.4% 1.4% 0.8% 0.7% 0.6% 0.7% 0.1% 0.4% 0.7% 0.8% 0.4%

１年未満 133 106 13 3 4 4 0 0 1 1 0 0 0 1 0 0

100.0% 79.7% 9.8% 2.3% 3.0% 3.0% 0.0% 0.0% 0.8% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.8% 0.0% 0.0%

３年未満 255 182 31 9 12 8 3 2 1 1 2 0 1 0 2 1

100.0% 71.4% 12.2% 3.5% 4.7% 3.1% 1.2% 0.8% 0.4% 0.4% 0.8% 0.0% 0.4% 0.0% 0.8% 0.4%

５年未満 167 105 21 6 10 4 4 3 3 1 1 1 2 3 2 1

100.0% 62.9% 12.6% 3.6% 6.0% 2.4% 2.4% 1.8% 1.8% 0.6% 0.6% 0.6% 1.2% 1.8% 1.2% 0.6%

１０年未満 97 65 14 7 3 1 2 0 0 1 1 0 0 1 1 1

100.0% 67.0% 14.4% 7.2% 3.1% 1.0% 2.1% 0.0% 0.0% 1.0% 1.0% 0.0% 0.0% 1.0% 1.0% 1.0%

１０年以上 54 33 13 1 3 0 1 1 0 0 1 0 0 0 1 0

100.0% 61.1% 24.1% 1.9% 5.6% 0.0% 1.9% 1.9% 0.0% 0.0% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9% 0.0%

未解答 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151-200件 201件以上

合計 708 492 93 26 32 17 10 6 5 4 5 1 3 5 6 3

100.0% 69.5% 13.1% 3.7% 4.5% 2.4% 1.4% 0.8% 0.7% 0.6% 0.7% 0.1% 0.4% 0.7% 0.8% 0.4%

～５時間 85 70 8 2 2 1 1 1

100.0% 82.4% 9.4% 0.0% 2.4% 2.4% 1.2% 1.2% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

～10時間 66 56 6 0 2 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 84.8% 9.1% 0.0% 3.0% 1.5% 0.0% 1.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

～15時間 24 18 2 0 2 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0

100.0% 75.0% 8.3% 0.0% 8.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 4.2% 4.2% 0.0% 0.0% 0.0%

～20時間 61 32 12 6 1 3 1 1 1 3 0 0 0 1 0 0

100.0% 52.5% 19.7% 9.8% 1.6% 4.9% 1.6% 1.6% 1.6% 4.9% 0.0% 0.0% 0.0% 1.6% 0.0% 0.0%

～30時間 56 41 5 4 3 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 1

100.0% 73.2% 8.9% 7.1% 5.4% 0.0% 3.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.8%

～40時間 160 96 29 7 10 5 2 1 2 1 2 0 1 2 2 0

100.0% 60.0% 18.1% 4.4% 6.3% 3.1% 1.3% 0.6% 1.3% 0.6% 1.3% 0.0% 0.6% 1.3% 1.3% 0.0%

40時間以上 100 60 20 4 5 3 2 2 1 0 1 0 0 1 1 0

100.0% 60.0% 20.0% 4.0% 5.0% 3.0% 2.0% 2.0% 1.0% 0.0% 1.0% 0.0% 0.0% 1.0% 1.0% 0.0%

決まっていない 154 118 11 5 7 3 2 0 0 0 2 0 0 1 3 2

100.0% 76.6% 7.1% 3.2% 4.5% 1.9% 1.3% 0.0% 0.0% 0.0% 1.3% 0.0% 0.0% 0.6% 1.9% 1.3%

未解答/複数回答 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%

-17-



 

  「地域移行支援」を担当している相談支援専門員１人あたりの担当件数の平均は 1.25 件で、

最多は２件であった。担当しているのは「常勤」に限られていた。 

 

図表 30 「現在担当している地域移行支援」 × 「勤務形態」 

 

 

 

  「地域定着支援」を担当している相談支援専門員１人あたりの担当件数の平均は 2.29 件で、

最多は６件であった。担当しているのは「常勤」に限られていた。 

 

図表 31 「現在担当している地域定着支援」 × 「勤務形態」 

 

  

合計 0件 1件 2件

合計 708 688 15 5

100.0% 97.2% 2.1% 0.7%

常勤・専従 206 198 6 2

100.0% 96.1% 2.9% 1.0%

常勤・兼務 418 406 9 3

100.0% 97.1% 2.2% 0.7%

非常勤・専従 35 35 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

非常勤・兼務 47 47 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

その他 2 2 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

合計 0件 1件 2件 3件 4件 5件 6件

合計 708 694 7 3 1 0 2 1

100.0% 98.0% 1.0% 0.4% 0.1% 0.0% 0.3% 0.1%

常勤・専従 206 201 4 0 1 0 0 0

100.0% 97.6% 1.9% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0%

常勤・兼務 418 409 3 3 0 0 2 1

100.0% 97.8% 0.7% 0.7% 0.0% 0.0% 0.5% 0.2%

非常勤・専従 35 35 0 0 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

非常勤・兼務 47 47 0 0 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 2 2 0 0 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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  相談支援専門員１人当たりの各計画の合計担当件数の最頻値は「11-20 件」、平均は 37.2

件で、最多は 328 件であった。101 件以上担当しているのは、51 人（7.2％）であった。 

 

図表 32 「現在担当している合計件数」 × 「勤務形態」 

 

 

 

 

 

  

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151-200件 201件以上

合計 708 61 102 71 115 96 64 43 32 28 20 14 11 37 10 4

100.0% 8.6% 14.4% 10.0% 16.2% 13.6% 9.0% 6.1% 4.5% 4.0% 2.8% 2.0% 1.6% 5.2% 1.4% 0.6%

常勤・専従 206 6 6 11 27 31 30 16 15 15 10 8 6 19 5 1

100.0% 2.9% 2.9% 5.3% 13.1% 15.0% 14.6% 7.8% 7.3% 7.3% 4.9% 3.9% 2.9% 9.2% 2.4% 0.5%

常勤・兼務 418 49 77 47 71 56 29 21 16 10 10 4 4 16 5 3

100.0% 11.7% 18.4% 11.2% 17.0% 13.4% 6.9% 5.0% 3.8% 2.4% 2.4% 1.0% 1.0% 3.8% 1.2% 0.7%

非常勤・専従 35 1 3 1 10 5 3 5 0 3 0 2 1 1 0 0

100.0% 2.9% 8.6% 2.9% 28.6% 14.3% 8.6% 14.3% 0.0% 8.6% 0.0% 5.7% 2.9% 2.9% 0.0% 0.0%

非常勤・兼務 47 4 16 12 7 3 2 1 1 0 0 0 0 1 0 0

100.0% 8.5% 34.0% 25.5% 14.9% 6.4% 4.3% 2.1% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 2.1% 0.0% 0.0%

その他 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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（平成 27 年度に担当した計画、モニタリング等） 

  平成 27 年度に「サービス等利用計画」を作成した相談支援専門員は 479 人（67.7％）であ

った。「障害児利用支援計画」を作成した相談支援専門員は 151 人（21.3％）であった。

「サービス等利用計画」と「障害児利用支援計画」の両方を作成した相談支援専門員は 107

人（15.1％）であった。 

 

図表 33 「平成 27 年度計画作成した相談支援専門員の数」 

 

※母数に平成 28 年度に資格を取った者（48 人）が含まれている。 

 

 

  平成 27 年度に「サービス等利用計画」を作成した相談支援専門員 1人あたりの作成件数の

最頻値は「1-５件」、平均は 17.0 件で、最多件数は 200 件であった。 

 

図表 34 「平成 27 年度に作成したサービス等利用計画」 × 「勤務形態」 

 

※母数に平成 28 年度に資格を取った者（48 人）が含まれている 

 

 

  平成 27 年度に「障害児利用支援計画」を作成した相談支援専門員 1人あたりの作成件数の

最頻値は「1-５件」、平均は 20.6 件で、最多件数は 268 件であった。 

 

図表 35 「平成 27 年度に作成した障害児利用支援計画」 × 「勤務形態」 

 

※母数に平成 28 年度に資格を取った者（48 人）が含まれている  

合計 有 無

サービス等利用計画 708 479 229

100.0% 67.7% 32.3%

障害児利用支援計画 708 151 557

100.0% 21.3% 78.7%

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151-200件

合計 708 229 171 113 79 45 15 21 14 6 3 1 3 5 3

100.0% 32.3% 24.2% 16.0% 11.2% 6.4% 2.1% 3.0% 2.0% 0.8% 0.4% 0.1% 0.4% 0.7% 0.4%

常勤・専従 206 48 37 45 23 14 8 12 7 3 1 1 0 5 2

100.0% 23.3% 18.0% 21.8% 11.2% 6.8% 3.9% 5.8% 3.4% 1.5% 0.5% 0.5% 0.0% 2.4% 1.0%

常勤・兼務 418 141 117 56 46 29 6 8 7 3 1 0 3 0 1

100.0% 33.7% 28.0% 13.4% 11.0% 6.9% 1.4% 1.9% 1.7% 0.7% 0.2% 0.0% 0.7% 0.0% 0.2%

非常勤・専従 35 16 7 5 5 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 45.7% 20.0% 14.3% 14.3% 2.9% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

非常勤・兼務 47 22 10 7 5 1 0 1 0 0 1 0 0 0 0

100.0% 46.8% 21.3% 14.9% 10.6% 2.1% 0.0% 2.1% 0.0% 0.0% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151-200件 201件以上

合計 708 557 79 15 16 20 4 2 4 1 1 1 0 3 4 1

100.0% 78.7% 11.2% 2.1% 2.3% 2.8% 0.6% 0.3% 0.6% 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.4% 0.6% 0.1%

常勤・専従 206 156 33 6 2 2 2 2 0 0 1 0 0 1 1 0

100.0% 75.7% 16.0% 2.9% 1.0% 1.0% 1.0% 1.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.5% 0.5% 0.0%

常勤・兼務 418 333 36 9 13 17 1 0 2 1 0 0 0 2 3 1

100.0% 79.7% 8.6% 2.2% 3.1% 4.1% 0.2% 0.0% 0.5% 0.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.5% 0.7% 0.2%

非常勤・専従 35 27 3 0 1 0 1 0 2 0 0 1 0 0 0 0

100.0% 77.1% 8.6% 0.0% 2.9% 0.0% 2.9% 0.0% 5.7% 0.0% 0.0% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

非常勤・兼務 47 40 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 85.1% 14.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 2 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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  平成 27 年度に、「モニタリング」を実施した相談支援専門員は 534 人（75.4％）であった。 

 

図表 36 「平成 27 年度にモニタリングを実施した相談支援専門員の数」 

 

※母数に平成 28 年度に資格を取った者（48 人）が含まれている 

 

 

  平成 27 年度に「モニタリング」を実施した相談支援専門員の実施件数の最頻値は「1-５件」

平均は 40.6 件で、最多件数は 682 件であった。101 件以上担当しているのは、85 人（12.0％）

であった。 

 

図表 37 「平成 27 年度に実施したモニタリング件数」 × 「勤務形態」 

 

※母数に平成 28 年度に資格を取った者（48 人）が含まれている 

 

 

  平成 27 年度に「計画」の作成件数と「モニタリング」の実施件数の合計の最頻値は「11-

20 件」、平均は 71.2 件で、最多件数は 803 件であった。101 件以上担当しているのは、129

人（18.2％）であった。 

 

図表 38 「平成 27 年度に作成した計画件数とモニタリング件数の合計」 × 「勤務形態」 

 

※母数に平成 28 年度に資格を取った者（48 人）が含まれている 

  

合計 有 無

モニタリング 708 534 174

100.0% 75.4% 24.6%

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151-200件 201件以上

合計 708 174 76 61 72 55 48 33 39 12 25 14 14 46 19 20

100.0% 24.6% 10.7% 8.6% 10.2% 7.8% 6.8% 4.7% 5.5% 1.7% 3.5% 2.0% 2.0% 6.5% 2.7% 2.8%

常勤・専従 206 33 6 11 21 18 18 20 16 5 7 7 4 21 9 10

100.0% 16.0% 2.9% 5.3% 10.2% 8.7% 8.7% 9.7% 7.8% 2.4% 3.4% 3.4% 1.9% 10.2% 4.4% 4.9%

常勤・兼務 418 114 59 42 44 31 24 12 19 7 12 6 8 22 9 9

100.0% 27.3% 14.1% 10.0% 10.5% 7.4% 5.7% 2.9% 4.5% 1.7% 2.9% 1.4% 1.9% 5.3% 2.2% 2.2%

非常勤・専従 35 9 3 3 2 5 1 0 2 0 3 1 2 2 1 1

100.0% 25.7% 8.6% 8.6% 5.7% 14.3% 2.9% 0.0% 5.7% 0.0% 8.6% 2.9% 5.7% 5.7% 2.9% 2.9%

非常勤・兼務 47 17 8 5 5 1 5 1 2 0 2 0 0 1 0 0

100.0% 36.2% 17.0% 10.6% 10.6% 2.1% 10.6% 2.1% 4.3% 0.0% 4.3% 0.0% 0.0% 2.1% 0.0% 0.0%

その他 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件 71-80件 81-90件 91-100件 101-150件 151-200件 201件以上

合計 708 146 58 44 78 55 32 38 35 35 20 23 15 65 25 39

100.0% 20.6% 8.2% 6.2% 11.0% 7.8% 4.5% 5.4% 4.9% 4.9% 2.8% 3.2% 2.1% 9.2% 3.5% 5.5%

常勤・専従 206 29 8 3 20 14 8 16 12 14 9 7 8 26 12 20

100.0% 14.1% 3.9% 1.5% 9.7% 6.8% 3.9% 7.8% 5.8% 6.8% 4.4% 3.4% 3.9% 12.6% 5.8% 9.7%

常勤・兼務 418 92 41 35 51 34 19 18 20 18 10 12 6 33 12 17

100.0% 22.0% 9.8% 8.4% 12.2% 8.1% 4.5% 4.3% 4.8% 4.3% 2.4% 2.9% 1.4% 7.9% 2.9% 4.1%

非常勤・専従 35 8 2 2 3 4 2 2 0 2 0 3 0 4 1 2

100.0% 22.9% 5.7% 5.7% 8.6% 11.4% 5.7% 5.7% 0.0% 5.7% 0.0% 8.6% 0.0% 11.4% 2.9% 5.7%

非常勤・兼務 47 16 7 4 4 3 3 2 3 1 1 1 0 2 0 0

100.0% 34.0% 14.9% 8.5% 8.5% 6.4% 6.4% 4.3% 6.4% 2.1% 2.1% 2.1% 0.0% 4.3% 0.0% 0.0%

その他 2 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0

100.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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（困難ケース） 

  現在担当件数が「有」の相談支援専門員のうち、困難ケースを抱えている相談支援専門員

は、530 人（80.7％）であった。 

 

図表 39 「困難ケース件数の有無」 

 

 

 

  困難事例の担当件数の平均は 6.05 件で、最多件数は 70 件であった。「常勤・専従」の方

が、困難ケースを抱えている件数割合が多かった。 

 

図表 40 「困難ケース件数」 × 「勤務形態」 

 

 

 

図表 41 「困難ケース件数」 × 「経験年数」 

 

 

 

 

 

合計 有 無

困難ケース 657 530 127

100.0% 80.7% 19.3%

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件

合計 708 178 359 98 53 14 3 1 1 1

100.0% 25.1% 50.7% 13.8% 7.5% 2.0% 0.4% 0.1% 0.1% 0.1%

常勤・専従 206 19 94 51 30 9 1 1 1 0

100.0% 9.2% 45.6% 24.8% 14.6% 4.4% 0.5% 0.5% 0.5% 0.0%

常勤・兼務 418 133 217 39 22 4 2 0 0 1

100.0% 31.8% 51.9% 9.3% 5.3% 1.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.2%

非常勤・専従 35 8 19 6 1 1 0 0 0 0

100.0% 22.9% 54.3% 17.1% 2.9% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

非常勤・兼務 47 17 28 2 0 0 0 0 0 0

100.0% 36.2% 59.6% 4.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

その他 2 1 1 0 0 0 0 0 0 0

100.0% 50.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件

合計 708 178 359 98 53 14 3 1 1 1

100.0% 25.1% 50.7% 13.8% 7.5% 2.0% 0.4% 0.1% 0.1% 0.1%

１年未満 133 57 65 8 2 1 0 0 0 0

100.0% 42.9% 48.9% 6.0% 1.5% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

３年未満 255 69 134 31 11 7 1 1 0 1

100.0% 27.1% 52.5% 12.2% 4.3% 2.7% 0.4% 0.4% 0.0% 0.4%

５年未満 167 26 89 27 20 3 2 0 0 0

100.0% 15.6% 53.3% 16.2% 12.0% 1.8% 1.2% 0.0% 0.0% 0.0%

１０年未満 97 20 38 25 12 2 0 0 0 0

100.0% 20.6% 39.2% 25.8% 12.4% 2.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

１０年以上 53 6 32 7 8 0 0 0 0 0

100.0% 11.3% 60.4% 13.2% 15.1% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

未解答 2 0 1 0 0 1 0 0 0 0

100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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図表 42 「困難ケース件数」 × 「相談支援専門員勤務前の相談支援経験」 

 

 

 

  現在担当していて困難ケースとして感じる事例の課題については、「本人と家族や支援者

との意向が異なる」「家族の支える力が弱い」「家族の意向が強く振り回される」の順で、

家族に関わる項目が多かった。 

 

図表 43 「担当している困難ケースの課題」（複数回答/全て選択） 

 

 

 

  担当となった場合に、困難と感じる課題については、「家族の意向が強く振り回される」

「本人と家族や支援者との意向が異なる」「医療ニーズが高い」の順で、ここでも家族に関

わる項目が多かった。 

 

図表 44 「担当となった場合に困難ケースとなりうる課題」（複数回答/上位３つ） 

 

  

合計 0件 1-5件 6-10件 11-20件 21-30件 31-40件 41-50件 51-60件 61-70件

合計 708 178 359 98 53 14 3 1 1 1

100.0% 25.1% 50.7% 13.8% 7.5% 2.0% 0.4% 0.1% 0.1% 0.1%

相談経験有 371 86 195 58 27 2 3 0 0 0

100.0% 23.2% 52.6% 15.6% 7.3% 0.5% 0.8% 0.0% 0.0% 0.0%

相談経験無 337 92 164 40 26 12 0 1 1 1

100.0% 27.3% 48.7% 11.9% 7.7% 3.6% 0.0% 0.3% 0.3% 0.3%
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合計 2446 178 264 169 207 54 108 118 220 168 141 55 121 105 99 83 256 100

100.0% 7.3% 10.8% 6.9% 8.5% 2.2% 4.4% 4.8% 9.0% 6.9% 5.8% 2.2% 4.9% 4.3% 4.0% 3.4% 10.5% 4.1%
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合計 2108 184 225 94 160 27 42 158 236 142 158 136 69 59 56 128 171 63

100.0% 8.7% 10.7% 4.5% 7.6% 1.3% 2.0% 7.5% 11.2% 6.7% 7.5% 6.5% 3.3% 2.8% 2.7% 6.1% 8.1% 3.0%
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（勤務上の悩み） 

  勤務上の悩みについては、「自分の能力や資質に不安がある」「兼務業務が忙しく、相談

支援業務の時間が不十分」「残業が多い/仕事の持ち帰りが多い」の順であった。経験年数を

重ねるほど、割合が減った項目は「研修の場、機会が少ない」「賃金が低い」「自分の能力

や資質に不安がある」等があった。経験年数を重ねるほど、割合が増えた項目は「休日・休

暇がとれない」「夜間対応、緊急対応が多い」「研修に参加できない」「事業所等からのノ

ルマや課題、目標が厳しい」「勤務上の悩みはない」等があった。「常勤・専従」では、

「相談できる相手がいない」が平均の 1.33 倍であった。 

 

図表 45 「勤務上の悩み」（複数回答/上位３つ） × 「経験年数」 
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合計 1639 197 63 48 185 103 66 339 89 339 36 102 72

100.0% 12.0% 3.8% 2.9% 11.3% 6.3% 4.0% 20.7% 5.4% 20.7% 2.2% 6.2% 4.4%

１年未満 299 20 8 3 37 20 15 77 19 66 6 16 12

100.0% 6.7% 2.7% 1.0% 12.4% 6.7% 5.0% 25.8% 6.4% 22.1% 2.0% 5.4% 4.0%

３年未満 594 66 20 12 75 35 28 130 41 114 13 35 25

100.0% 11.1% 3.4% 2.0% 12.6% 5.9% 4.7% 21.9% 6.9% 19.2% 2.2% 5.9% 4.2%

５年未満 386 59 15 12 40 23 15 79 13 85 7 21 17

100.0% 15.3% 3.9% 3.1% 10.4% 6.0% 3.9% 20.5% 3.4% 22.0% 1.8% 5.4% 4.4%

１０年未満 223 37 9 11 21 14 5 32 11 47 6 19 11

100.0% 16.6% 4.0% 4.9% 9.4% 6.3% 2.2% 14.3% 4.9% 21.1% 2.7% 8.5% 4.9%

１０年以上 131 15 11 9 10 11 3 21 5 25 4 10 7

100.0% 11.5% 8.4% 6.9% 7.6% 8.4% 2.3% 16.0% 3.8% 19.1% 3.1% 7.6% 5.3%

未解答 6 0 0 1 2 0 0 0 0 2 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 16.7% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 33.3% 0.0% 16.7% 0.0%
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図表 46 「勤務上の悩み」（複数回答/上位３つ） × 「勤務形態」 
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合計 1639 197 63 48 185 103 66 339 89 339 36 102 72

100.0% 12.0% 3.8% 2.9% 11.3% 6.3% 4.0% 20.7% 5.4% 20.7% 2.2% 6.2% 4.4%

常勤・専従 497 71 18 15 60 27 17 124 36 49 18 46 16

100.0% 14.3% 3.6% 3.0% 12.1% 5.4% 3.4% 24.9% 7.2% 9.9% 3.6% 9.3% 3.2%

常勤・兼務 968 116 42 31 99 65 38 171 46 258 16 45 41

100.0% 12.0% 4.3% 3.2% 10.2% 6.7% 3.9% 17.7% 4.8% 26.7% 1.7% 4.6% 4.2%

非常勤・専従 75 3 2 2 11 5 6 17 3 10 2 6 8

100.0% 4.0% 2.7% 2.7% 14.7% 6.7% 8.0% 22.7% 4.0% 13.3% 2.7% 8.0% 10.7%

非常勤・兼務 95 6 1 0 14 6 5 26 4 22 0 4 7

100.0% 6.3% 1.1% 0.0% 14.7% 6.3% 5.3% 27.4% 4.2% 23.2% 0.0% 4.2% 7.4%

その他 4 1 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0

100.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0%
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（業務遂行上の悩み） 

  業務遂行上の悩みについては、「相談支援専門員の業務範囲が不明確」「記録する書式が

多く手間がかかる」「困難ケースへの対応」の順であった。経験年数を重ねるほど、概ね割

合が増えた項目は「担当利用者数が多い」「記録する書式が多く手間がかかる」「その他」

等があった。「常勤・専従」では、「担当する地域範囲が広い」「業務の責任が重く、抱え

込んでしまう」「担当利用者数が多い」などが平均を上回った。 

 

図表 47 「業務遂行上の悩み」（複数回答/上位３つ） × 「経験年数」 

 

 

図表 48 「業務遂行上の悩み」（複数回答/上位３つ） × 「勤務形態」 
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合計 1843 178 43 298 169 101 236 96 77 98 60 58 253 20 23 95 38

100.0% 9.7% 2.3% 16.2% 9.2% 5.5% 12.8% 5.2% 4.2% 5.3% 3.3% 3.1% 13.7% 1.1% 1.2% 5.2% 2.1%

１年未満 324 16 8 50 34 17 35 18 16 21 15 13 41 5 4 18 13

100.0% 4.9% 2.5% 15.4% 10.5% 5.2% 10.8% 5.6% 4.9% 6.5% 4.6% 4.0% 12.7% 1.5% 1.2% 5.6% 4.0%

３年未満 672 53 19 130 55 34 81 35 32 40 23 20 92 8 7 33 10

100.0% 7.9% 2.8% 19.3% 8.2% 5.1% 12.1% 5.2% 4.8% 6.0% 3.4% 3.0% 13.7% 1.2% 1.0% 4.9% 1.5%

５年未満 445 60 6 68 44 29 72 24 11 19 10 8 55 2 6 22 9

100.0% 13.5% 1.3% 15.3% 9.9% 6.5% 16.2% 5.4% 2.5% 4.3% 2.2% 1.8% 12.4% 0.4% 1.3% 4.9% 2.0%

１０年未満 250 30 9 30 25 11 31 16 9 14 7 7 41 2 3 12 3

100.0% 12.0% 3.6% 12.0% 10.0% 4.4% 12.4% 6.4% 3.6% 5.6% 2.8% 2.8% 16.4% 0.8% 1.2% 4.8% 1.2%

１０年以上 146 18 1 18 11 9 16 3 9 4 4 10 24 3 3 10 3

100.0% 12.3% 0.7% 12.3% 7.5% 6.2% 11.0% 2.1% 6.2% 2.7% 2.7% 6.8% 16.4% 2.1% 2.1% 6.8% 2.1%

未解答 6 1 0 2 0 1 1 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0
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合計 1843 178 43 298 169 101 236 96 77 98 60 58 253 20 23 95 38

100.0% 9.7% 2.3% 16.2% 9.2% 5.5% 12.8% 5.2% 4.2% 5.3% 3.3% 3.1% 13.7% 1.1% 1.2% 5.2% 2.1%

常勤・専従 573 74 29 96 34 23 79 50 17 26 13 10 77 7 8 23 7

100.0% 12.9% 5.1% 16.8% 5.9% 4.0% 13.8% 8.7% 3.0% 4.5% 2.3% 1.7% 13.4% 1.2% 1.4% 4.0% 1.2%

常勤・兼務 1059 88 11 169 124 61 127 36 46 58 35 41 153 8 13 62 27

100.0% 8.3% 1.0% 16.0% 11.7% 5.8% 12.0% 3.4% 4.3% 5.5% 3.3% 3.9% 14.4% 0.8% 1.2% 5.9% 2.5%

非常勤・専
従

93 13 1 13 4 5 12 5 6 8 5 5 10 1 1 3 1

100.0% 14.0% 1.1% 14.0% 4.3% 5.4% 12.9% 5.4% 6.5% 8.6% 5.4% 5.4% 10.8% 1.1% 1.1% 3.2% 1.1%

非常勤・兼
務

114 3 2 19 7 12 17 5 8 6 6 2 13 4 1 6 3

100.0% 2.6% 1.8% 16.7% 6.1% 10.5% 14.9% 4.4% 7.0% 5.3% 5.3% 1.8% 11.4% 3.5% 0.9% 5.3% 2.6%

その他 4 0 0 1 0 0 1 0 0 0 1 0 0 0 0 1 0

100.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 25.0% 0.0%
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（相談相手） 

  「業務遂行上の悩み、問題点」について相談できる人がいるのは、640 人（90.4％）であ

った。 

 

図表 49 「相談相手の有無」 

 

 

 

  相談相手は、「事業所内の相談支援専門員」「事業所内の管理者」「市町村」の順であっ

た。基幹相談支援センターが設置されている 12 市町では、「基幹相談支援センター」の割合

が 21.0％であった。 

 

図表 50 「相談相手」（複数回答/上位３つ） 

 

 

 

  

合計 いる いない 未解答

相談できる人 708 640 65 3

100.0% 90.4% 9.2% 0.4%

合
計

事
業
所
内
の
管
理
者

事
業
所
内
の
相
談
支
援
専
門
員

法
人
内
の
別
事
業
所
の
管
理
者

法
人
内
の
別
事
業
所
の
相
談
支
援
専
門
員

法
人
外
の
相
談
支
援
専
門
員

市
町
村

専
門
機
関

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

障
害
保
健
福
祉
圏
域
相
談
支
援
等
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
形
成
事
業
者

そ
の
他

合計 1713 357 419 119 107 216 222 92 127 19 35

100.0% 20.8% 24.5% 6.9% 6.2% 12.6% 13.0% 5.4% 7.4% 1.1% 2.0%
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（業務負担感） 

  業務負担感は「サービス導入のための事業所探し・調整」「サービス担当者会議の開催」

「初回のサービス等利用計画の作成」の順であった。初回の計画作成に関する業務に、業務

負担感を感じていた。 

 

図表 51 「業務負担感」（複数回答/上位３つ） × 「経験年数」 

 

  

合
計

利
用
者
宅
等
へ
の
初
回
訪
問
（

重
要
事
項
説

明
・
契
約
業
務
を
含
む
）

利
用
者
の
状
態
像
等
に
関
す
る
ア
セ
ス
メ
ン
ト

外
部
の
専
門
機
関
へ
の
状
況
照
会

初
回
の
サ
ー

ビ
ス
等
利
用
計
画
の
作
成

サ
ー

ビ
ス
担
当
者
会
議
の
開
催

利
用
者
へ
の
サ
ー

ビ
ス
等
利
用
計
画
の
交
付

サ
ー

ビ
ス
提
供
事
業
者
へ
の
サ
ー

ビ
ス
等
利
用

計
画
の
交
付

サ
ー

ビ
ス
等
利
用
計
画
の
モ
ニ
タ
リ
ン
グ

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
結
果
の
記
録

サ
ー

ビ
ス
等
利
用
計
画
の
変
更

サ
ー

ビ
ス
導
入
の
た
め
の
事
業
所
探
し
・
調
整

イ
ン
フ
ォ
ー

マ
ル
サ
ー

ビ
ス
導
入
の
た
め
の
調

整
等

サ
ー

ビ
ス
事
業
者
と
の
日
常
的
な
連
絡
・
調
整

目
標
の
達
成
状
況
の
評
価

給
付
管
理
業
務

医
療
機
関
・
主
治
医
と
の
連
絡
・
調
整

市
町
村
と
の
相
談
・
連
携

協
議
会
業
務

各
種
会
議
へ
の
出
席
・
開
催
調
整

制
度
の
変
更
に
伴
う
情
報
等
に
つ
い
て
利
用
者

へ
の
説
明

指
導
・
監
査
等
に
対
応
す
る
た
め
の
諸
準
備

そ
の
他

業
務
負
担
感
の
大
き
い
と
感
じ
る
業
務
は
な
い

合計 1895 102 91 60 177 247 18 27 108 71 38 291 59 94 25 35 71 35 67 105 31 36 73 34

100.0% 5.4% 4.8% 3.2% 9.3% 13.0% 0.9% 1.4% 5.7% 3.7% 2.0% 15.4% 3.1% 5.0% 1.3% 1.8% 3.7% 1.8% 3.5% 5.5% 1.6% 1.9% 3.9% 1.8%

１年未満 332 22 20 16 38 34 2 3 20 9 4 43 14 14 7 2 9 7 6 21 8 7 12 14

100.0% 6.6% 6.0% 4.8% 11.4% 10.2% 0.6% 0.9% 6.0% 2.7% 1.2% 13.0% 4.2% 4.2% 2.1% 0.6% 2.7% 2.1% 1.8% 6.3% 2.4% 2.1% 3.6% 4.2%

３年未満 676 36 41 21 60 95 6 8 28 28 13 107 23 39 10 18 28 14 16 29 8 8 30 10

100.0% 5.3% 6.1% 3.1% 8.9% 14.1% 0.9% 1.2% 4.1% 4.1% 1.9% 15.8% 3.4% 5.8% 1.5% 2.7% 4.1% 2.1% 2.4% 4.3% 1.2% 1.2% 4.4% 1.5%

５年未満 461 25 23 11 42 64 4 7 28 22 11 72 15 28 6 10 18 5 17 23 7 8 13 2

100.0% 5.4% 5.0% 2.4% 9.1% 13.9% 0.9% 1.5% 6.1% 4.8% 2.4% 15.6% 3.3% 6.1% 1.3% 2.2% 3.9% 1.1% 3.7% 5.0% 1.5% 1.7% 2.8% 0.4%

１０年未満 265 9 3 9 23 35 4 4 20 9 9 43 5 11 1 3 11 8 11 20 4 9 10 4

100.0% 3.4% 1.1% 3.4% 8.7% 13.2% 1.5% 1.5% 7.5% 3.4% 3.4% 16.2% 1.9% 4.2% 0.4% 1.1% 4.2% 3.0% 4.2% 7.5% 1.5% 3.4% 3.8% 1.5%

１０年以上 155 8 4 3 14 19 2 5 11 3 1 25 2 2 1 2 5 1 17 11 4 4 7 4

100.0% 5.2% 2.6% 1.9% 9.0% 12.3% 1.3% 3.2% 7.1% 1.9% 0.6% 16.1% 1.3% 1.3% 0.6% 1.3% 3.2% 0.6% 11.0% 7.1% 2.6% 2.6% 4.5% 2.6%

未解答 6 2 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 0

100.0% 33.3% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0% 0.0% 16.7% 0.0%
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（他機関との連携についての悩み） 

  他機関との連携についての悩みは「関係機関と日程が合わず、サービス担当者会議にむけ

ての調整に時間がかかる」「サービス等利用計画の作成・送付する業務に手間がかかる」

「主治医・医療機関との連携がとりにくい」の順であった。 

 

図表 52 「他機関との連携についての悩み」（複数回答/上位３つ） × 「経験年数」 

  

合
計

サ
ー

ビ
ス
等
利
用
計
画
の
作
成
・
送
付
す
る
業

務
に
手
間
が
か
か
る

関
係
機
関
か
ら
の
情
報
が
少
な
い

関
係
機
関
に
照
会
し
て
も
回
答
が
な
か
な
か
得

ら
れ
な
い

関
係
機
関
と
日
程
が
合
わ
ず
、

サ
ー

ビ
ス
担
当

者
会
議
に
む
け
て
の
調
整
に
時
間
が
か
か
る

主
治
医
・
医
療
機
関
と
の
連
携
が
と
り
に
く
い

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

と
の
連
携
が
と
り
に

く
い

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

が
な
い

専
門
機
関
に
相
談
し
て
も
十
分
に
相
談
に
応
じ

て
く
れ
な
い
、

連
携
が
と
り
に
く
い

別
法
人
・
事
業
所
の
相
談
支
援
専
門
員
と
の
連

携
が
少
な
い

市
町
村
に
困
難
ケ
ー

ス
等
を
相
談
し
て
も
十
分

に
相
談
に
応
じ
て
く
れ
な
い

市
町
村
か
ら
必
要
な
情
報
を
え
ら
れ
に
く
い

そ
の
他

他
機
関
と
の
連
携
に
関
す
る
悩
み
は
な
い

合計 1654 300 169 81 351 196 51 47 53 105 96 64 61 80

100.0% 18.1% 10.2% 4.9% 21.2% 11.9% 3.1% 2.8% 3.2% 6.3% 5.8% 3.9% 3.7% 4.8%

１年未満 283 47 32 11 53 38 10 4 7 25 12 11 11 22

100.0% 16.6% 11.3% 3.9% 18.7% 13.4% 3.5% 1.4% 2.5% 8.8% 4.2% 3.9% 3.9% 7.8%

３年未満 593 112 59 24 130 61 18 17 16 42 31 24 24 35

100.0% 18.9% 9.9% 4.0% 21.9% 10.3% 3.0% 2.9% 2.7% 7.1% 5.2% 4.0% 4.0% 5.9%

５年未満 406 69 42 27 92 49 11 12 13 21 29 14 15 12

100.0% 17.0% 10.3% 6.7% 22.7% 12.1% 2.7% 3.0% 3.2% 5.2% 7.1% 3.4% 3.7% 3.0%

１０年未満 230 42 27 12 42 32 6 9 7 9 16 14 8 6

100.0% 18.3% 11.7% 5.2% 18.3% 13.9% 2.6% 3.9% 3.0% 3.9% 7.0% 6.1% 3.5% 2.6%

１０年以上 136 28 9 7 33 15 6 5 9 7 8 1 3 5

100.0% 20.6% 6.6% 5.1% 24.3% 11.0% 4.4% 3.7% 6.6% 5.1% 5.9% 0.7% 2.2% 3.7%

未解答 6 2 0 0 1 1 0 0 1 1 0 0 0 0

100.0% 33.3% 0.0% 0.0% 16.7% 16.7% 0.0% 0.0% 16.7% 16.7% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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（アセスメントの悩み） 

  アセスメントの悩みについては、「情報収集が難しい」が 371 人（35.6％）であった。 

図表 53 「アセスメントについての悩み」（複数回答） × 「経験年数」 

 

 

 

（サービス等利用計画作成に関する課題） 

  サービス等利用計画作成に関する課題については、「業務多忙で十分な計画を作成できな

い」「必要な公的サービスが地域に不足している」「サービス事業者との調整」の順であっ

た 

 

図表 54 「サービス等利用計画作成に関する課題」（複数回答/上位３つ） 

  

合
計

情
報
収
集
が
難
し
い

収
集
し
た
情
報
を
分
析
・
活
用
で
き
な
い

課
題
の
原
因
・
背
景
が
わ
か
ら
な
い

見
立
て
、

今
後
の
予
測
が
で
き
な
い

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

合計 1043 371 159 138 161 60 154

100.0% 35.6% 15.2% 13.2% 15.4% 5.8% 14.8%

１年未満 218 82 34 32 33 10 27

100.0% 37.6% 15.6% 14.7% 15.1% 4.6% 12.4%

３年未満 361 137 53 45 60 22 44

100.0% 38.0% 14.7% 12.5% 16.6% 6.1% 12.2%

５年未満 249 83 34 38 42 9 43

100.0% 33.3% 13.7% 15.3% 16.9% 3.6% 17.3%

１０年未満 137 41 24 17 16 14 25

100.0% 29.9% 17.5% 12.4% 11.7% 10.2% 18.2%

１０年以上 76 28 13 6 10 5 14

100.0% 36.8% 17.1% 7.9% 13.2% 6.6% 18.4%

未解答 2 0 1 0 0 0 1

100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 0.0% 50.0%

合
計

業
務
多
忙
で
十
分
な
計
画
を
作
成
で
き
な
い

利
用
者
の
意
見
を
十
分
に
聞
く
時
間
が
な
い

家
族
等
の
意
見
を
十
分
に
聞
く
時
間
が
な
い

課
題
を
抽
出
し
、

長
期
目
標
・
短
期
目
標
を
立
て

る
の
が
難
し
い

利
用
者
と
家
族
の
意
見
に
違
い
が
あ
り
調
整
が
難

し
い

利
用
者
の
意
見
と
、

相
談
支
援
専
門
員
の
意
見
に

違
い
が
あ
り
調
整
が
難
し
い

家
族
の
意
見
と
、

相
談
支
援
専
門
員
の
意
見
に
違

い
が
あ
り
調
整
が
難
し
い

課
題
の
表
記
な
ど
文
章
化
す
る
こ
と
が
難
し
い

必
要
な
公
的
サ
ー

ビ
ス
が
地
域
に
不
足
し
て
い
る

サ
ー

ビ
ス
事
業
者
と
の
調
整

医
師
と
の
連
携
が
と
り
ず
ら
い

イ
ン
フ
ォ
ー

マ
ル
サ
ー

ビ
ス
の
位
置
づ
け

地
域
の
イ
ン
フ
ォ
ー

マ
ル
サ
ー

ビ
ス
が
不
足
し
て

い
る

指
導
・
監
査
を
前
提
に
し
た
サ
ー

ビ
ス
調
整

そ
の
他

特
に
課
題
は
な
い

合計 1821 269 123 91 162 113 33 36 151 255 194 84 89 101 22 58 40

100.0% 14.8% 6.8% 5.0% 8.9% 6.2% 1.8% 2.0% 8.3% 14.0% 10.7% 4.6% 4.9% 5.5% 1.2% 3.2% 2.2%
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(３)「神奈川県相談支援専門員人材育成ビジョン」の調査結果 
 

 （人材育成ビジョンの認知度） 

  人材育成ビジョンを知っていると回答したのは、395 人（55.8％）であった。地域により、

人材育成ビジョンの認知度に差があった。 

 

図表 55 「人材育成ビジョンの認知度」 

 

 

 

図表 56 「人材育成ビジョンの認知度」 × 「障害保健福祉圏域」 

 

 

 

図表 57 「人材育成ビジョンの認知度」 × 「経験年数」 

 

 

 

 （人材育成ビジョンの業務における意識） 

  人材育成ビジョンを知っていると回答した方（395 人）のうち、日頃の業務で意識してい

るのは、208 人（52.7％で）あった。人材育成ビジョンを知っていて日頃の業務で意識して

いるのは、29.4％であった。 

 

図表 58 「人材育成ビジョンを日頃の業務での意識」 

 

 

図表 59 「人材育成ビジョンを日頃の業務での意識」 × 「障害保健福祉圏域」 

 

  

合計 知っている 知らない 未解答

合計 708 395 310 3

100.0% 55.8% 43.8% 0.4%

圏域 横浜 川崎 相模原 横須賀三浦 湘南東部 湘南西部 県央 県西 総計

認知度 47.1% 56.3% 49.4% 58.9% 60.0% 66.7% 57.1% 58.1% 55.8%

全体 １年未満 ３年未満 ５年未満 １０年未満 １０年以上

55.8% 52.3% 47.1% 62.7% 62.9% 75.5%

合計 している していない

合計 395 208 187

100.0% 52.7% 47.3%

圏域 横浜 川崎 相模原 横須賀三浦 湘南東部 湘南西部 県央 県西 総計

意識度 45.6% 51.1% 42.5% 38.1% 54.5% 71.7% 68.8% 61.1% 52.7%
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(４)「研修」の調査結果 
 

 （研修参加の際に重視する内容） 

  研修参加の際に重視する内容については、「研修内容」「研修日時」「業務への影響」の

順であった。 

 

図表 60 「研修参加の際に重視する内容」（複数回答/上位３つ） 

 
 

 

図表 61 「研修参加の際に重視する内容」（複数回答/上位３つ） × 「経験年数」 

 
 

  

合計 法定研修 研修内容 実施主体 研修受講費用 研修日時 研修場所 職場からの推薦 業務への影響 その他

合計 2008 253 646 52 83 362 245 43 315 9

100.0% 12.6% 32.2% 2.6% 4.1% 18.0% 12.2% 2.1% 15.7% 0.4%

合計 法定研修 研修内容 実施主体 研修受講費用 研修日時 研修場所 職場からの推薦 業務への影響 その他

合計 2008 253 646 52 83 362 245 43 315 9

100.0% 12.6% 32.2% 2.6% 4.1% 18.0% 12.2% 2.1% 15.7% 0.4%

１年未満 375 44 118 10 16 68 43 15 60 1

100.0% 11.7% 31.5% 2.7% 4.3% 18.1% 11.5% 4.0% 16.0% 0.3%

３年未満 724 84 233 18 28 128 86 16 127 4

100.0% 11.6% 32.2% 2.5% 3.9% 17.7% 11.9% 2.2% 17.5% 0.6%

５年未満 482 68 153 11 19 92 60 8 69 2

100.0% 14.1% 31.7% 2.3% 3.9% 19.1% 12.4% 1.7% 14.3% 0.4%

１０年未満 272 32 90 5 14 52 37 4 37 1

100.0% 11.8% 33.1% 1.8% 5.1% 19.1% 13.6% 1.5% 13.6% 0.4%

１０年以上 151 25 50 8 6 21 18 0 22 1

100.0% 16.6% 33.1% 5.3% 4.0% 13.9% 11.9% 0.0% 14.6% 0.7%

未解答 4 0 2 0 0 1 1 0 0 0

100.0% 0.0% 50.0% 0.0% 0.0% 25.0% 25.0% 0.0% 0.0% 0.0%
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（今後受講したい内容） 

  今後受講したい研修内容は、「意思決定支援」「障害特性」「権利擁護・成年後見制度」

「家族支援」「事例検討」の順であった。 

 

図表 62 「今後受講したい研修内容」（複数回答/上位５つ） 

  

項目 合計

障害特性 202 28.5%

権利擁護・成年後見制度 182 25.7%

プライバシー保護（守秘義務） 26 3.7%

意思決定支援 228 32.2%

エンパワメント 56 7.9%

中立性、公平性の保持 39 5.5%

利用者の主体性の尊重 81 11.4%

信頼関係の構築 64 9.0%

利用者の生活のしづらさの理解 90 12.7%

ケアマネジメントプロセス 79 11.2%

チームアプローチ 67 9.5%

コミュニティーワーク 43 6.1%

コミュニケーション 30 4.2%

情報収集力 55 7.8%

障害者総合支援法 58 8.2%

障害者差別解消法 43 6.1%

障害者権利条約 31 4.4%

自己コントロール・セルフマネジメント 71 10.0%

グループスーパービジョン（ＧＳＶ） 62 8.8%

スーパービジョン（ＧＳＶ以外） 62 8.8%

事例検討 147 20.8%

ストレングスアプローチ 81 11.4%

協働・他職種連携 103 14.5%

支援の見立て 144 20.3%

ファシリテーション 60 8.5%

プレゼンテーション 34 4.8%

記録 82 11.6%

面接技術 121 17.1%

家族支援 152 21.5%

地域移行・地域定着 105 14.8%

地域づくり・（自立支援）協議会 81 11.4%

防災 27 3.8%

医療知識（病気に関すること） 130 18.4%

社会人としてのマナー 9 1.3%

組織の運営・管理 69 9.7%

会議の企画・運営 33 4.7%

障害児支援 111 15.7%

触法 95 13.4%

その他 18 2.5%
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（専門コース別研修） 

  専門コース別研修を受講した方は、176 人（24.9％）であった。受講したコースは、「障

害児支援」「権利擁護・成年後見制度」「地域移行・地域定着、触法」の順であった。専門

コース別研修の受講希望有りは、591 人（80.1％）であった。今後受講したいコースは、

「地域移行・地域定着、触法」「権利擁護・成年後見制度」「障害児支援」の順であった。 

 

図表 63 「専門コース別研修の受講歴」 

 

 

 

図表 64 「これまでに受講した専門コース別研修受講コース」（複数回答） 

 
 

 

図表 65 「専門コース別研修の受講希望」 

 

 

 

図表 66 「今後受講したい専門コース別研修受講コース」（複数回答） 

 

 

  

合計 受講した 受講していない 不明

合計 708 176 459 73

100.0% 24.9% 64.8% 10.3%

障害児支援
権利擁護・成年後見制

度
地域移行・地域定着、

触法
スーパービジョン・管

理面接技術
セルフケアマネジメン

ト

人数 80 75 62 41 11

176人 45.5% 42.6% 35.2% 23.3% 6.3%

合計 有 無 不明

合計 738 591 47 100

100.0% 80.1% 6.4% 13.6%

障害児支援
権利擁護・成年後

見制度
地域移行・地域定

着、触法
スーパービジョ

ン・管理面接技術
セルフケアマネジ

メント
受講希望なし 未解答

合計 198 253 268 188 138 47 100

28.0% 35.7% 37.9% 26.6% 19.5% 6.6% 14.1%
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（神奈川県相談支援従事者等養成・確保推進事業） 

  神奈川県相談支援従事者等養成・確保推進事業の研修を受講した方は、352 人（49.7％）

であった。受講した研修は、「相談支援専門員とサービス管理責任者の連携（相談支援従事

者スキルアップ研修）」「基礎研修」「ストレングスマネジメント（障害者ケアマネジメン

ト等指導者養成研修）」の順であった。 

 

図表 67 「神奈川県相談支援従事者等養成・確保推進事業の研修受講歴」 

 

 

 

図表 68 「神奈川県相談支援従事者等養成・確保推進事業の研修別受講者数」（複数回答） 

 

 

 

 

（研修情報の入手先） 

  相談支援専門員を対象にした「研修情報の入手先」は、「職場（法人・事業所）」「障害

福祉情報サービスかながわ」「都道府県・市町村」の順であった。 

 

図表 69 「研修情報の入手先」（複数回答） 

 
 

  

合計 受講した 未解答

合計 708 352 356

100.0% 49.7% 50.3%

実施エリア

研修名

基
礎
研
修

ス
キ
ル
ア
ッ

プ
Ⅰ

ス
キ
ル
ア
ッ

プ
Ⅱ

実
践
研
修
Ⅰ

実
践
研
修
Ⅱ

指
導
者
養
成
研
修

そ
の
他

実
務
研
修
Ⅰ

実
務
研
修
Ⅱ

実
務
研
修
Ⅲ

地
域
リ
ー

ダ
ー

養
成
研
修

そ
の
他

相
談
支
援
専
門
員
と
サ
ー

ビ
ス
管

理
責
任
者
の
連
携
（

相
談
支
援
従

事
者
ス
キ
ル
ア
ッ

プ
研
修
）

支
援
会
議
の
意
義
と
活
用
を
学
ぶ

（

支
援
会
議
・
サ
ー

ビ
ス
調
整
会

議
実
践
研
修
）

ス
ト
レ
ン
グ
ス
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

（

障
害
者
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
等

指
導
者
養
成
研
修
）

そ
の
他

合計 72 38 21 15 17 7 5 60 34 24 15 7 121 55 67 23

(708人) 10.2% 5.4% 3.0% 2.1% 2.4% 1.0% 0.7% 8.5% 4.8% 3.4% 2.1% 1.0% 17.1% 7.8% 9.5% 3.2%

横浜 川崎 県域

職
場
（

法
人
・
事
業
所
）

都
道
府
県
・
市
町
村

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

（

自
立
支
援
）

協
議
会
・
圏
域
ナ
ビ

障
害
福
祉
情
報
サ
ー

ビ
ス
か
な
が
わ

専
門
機
関

専
門
職
団
体

民
間
事
業
者

研
究
所
な
ど
の
研
究
機
関

大
学
な
ど
の
教
育
機
関

そ
の
他

未
解
答

合計 479 314 182 190 413 90 81 57 21 17 13 38

(708人) 67.7% 44.4% 25.7% 26.8% 58.3% 12.7% 11.4% 8.1% 3.0% 2.4% 1.8% 5.4%
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（法定外研修（相談支援従事者初任者研修、相談支援従事者現任研修を除く）の受講状況） 

  平成 27 年度に「相談支援」に関する法定外研修（相談支援従事者初任者研修、相談支援従

事者現任研修を除く）（以下、「法定外研修」という）を受講した方は 351 人（49.6％）で

あった。勤務形態別では、「常勤・専従」が 60.2％で最も多く、「非常勤・専従」が 54.3％

と、「常勤」は 59.3％であった。「非常勤」は 44.7％であり、「常勤」と「非常勤」の間

で、14.6 ポイントの開きがあった。 

 

図表 70 「平成 27 年度の法定外研修の受講歴」 × 「勤務形態」 

 

 

 

 

図表 71 「平成 27 年度の法定外研修の受講歴」 × 「経験年数」 

 
 

  

合計 受講した 受講していない 未解答

合計 708 351 355 2

100.0% 49.6% 50.1% 0.3%

常勤・専従 206 124 82 0

100.0% 60.2% 39.8% 0.0%

常勤・兼務 418 189 228 1

100.0% 45.2% 54.5% 0.2%

非常勤・専従 35 19 16 0

100.0% 54.3% 45.7% 0.0%

非常勤・兼務 47 19 27 1

100.0% 40.4% 57.4% 2.1%

その他 2 0 2 0

100.0% 0.0% 100.0% 0.0%

合計 受講した 受講していない 未解答

合計 708 351 355 2

100.0% 49.6% 50.1% 0.3%

１年未満 133 36 96 1

100.0% 27.1% 72.2% 0.8%

３年未満 255 127 127 1

100.0% 49.8% 49.8% 0.4%

５年未満 167 96 71 0

100.0% 57.5% 42.5% 0.0%

１０年未満 97 58 39 0

100.0% 59.8% 40.2% 0.0%

１０年以上 54 32 22 0

100.0% 59.3% 40.7% 0.0%

未解答 2 2 0 0

100.0% 100.0% 0.0% 0.0%

-36-



 

（受講した法定外研修の実施主体） 

  平成 27 年度に受講した「相談支援」に関する法定外研修（相談支援従事者初任者研修、相

談支援従事者現任研修を除く）の実施主体は、「都道府県・市町村」「事業所・法人内部」

「（自立支援）協議会・圏域ナビ」の順であった。 

 

図表 72 「平成 27 年度の法定外研修の受講した研修の実施主体」（複数回答） 

 

 

 

（法定外研修（相談支援従事者初任者研修、相談支援従事者現任研修を除く）の受講回数） 

平成 27 年度に法定外研修を受講した方の研修受講回数の平均は、「専門コース別研修」が

1.98 回、「事業所・法人内部の研修」が 3.7 回、「外部研修」が 4.12 回、「合計」で 6.39

回であった。 

 

図表 73 「平成 27 年度の法定外研修の受講した研修の回数」 

 
  

事
業
所
・
法
人
内
部

都
道
府
県
・
市
町
村

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

（

自
立
支
援
）

協
議
会
・
圏
域
ナ
ビ

専
門
機
関

専
門
職
団
体

民
間
事
業
者

大
学
な
ど
の
教
育
機
関

研
究
所
な
ど
の
研
究
機
関

不
明

そ
の
他

合計 140 177 72 118 83 87 37 15 9 4 10

(351人) 39.9% 50.4% 20.5% 33.6% 23.6% 24.8% 10.5% 4.3% 2.6% 1.1% 2.8%

研修種別 受講人数 受講回数 平均回数

専門コース別研修 109 216 1.98

事業所・法人内部の研修 211 782 3.71

外部の研修 304 1,251 4.12

合計 351 2,243 6.39
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（法定外研修の受講内容） 

  平成 27 年度に受講した「相談支援」に関する法定外研修（相談支援従事者初任者研修、相

談支援従事者現任研修を除く）の内容は、「事例検討」「障害特性」「権利擁護・成年後見

制度」「グループスーパービジョン」の順であった。 

 

図表 74 「平成 27 年度の法定外研修の受講した研修の内容」（複数回答） 

 

  

項目 受講した人数（351人）

障害特性 146 41.6%

権利擁護・成年後見制度 129 36.8%

プライバシー保護（守秘義務） 17 4.8%

意思決定支援 74 21.1%

エンパワメント 39 11.1%

中立性、公平性の保持 4 1.1%

利用者の主体性の尊重 34 9.7%

信頼関係の構築 16 4.6%

利用者の生活のしづらさの理解 39 11.1%

ケアマネジメントプロセス 61 17.4%

チームアプローチ 46 13.1%

コミュニティーワーク 24 6.8%

コミュニケーション 21 6.0%

情報収集力 7 2.0%

障害者総合支援法 53 15.1%

障害者差別解消法 66 18.8%

障害者権利条約 24 6.8%

自己コントロール・セルフマネジメント 15 4.3%

グループスーパービジョン（ＧＳＶ） 100 28.5%

スーパービジョン（ＧＳＶ以外） 25 7.1%

事例検討 156 44.4%

ストレングスアプローチ 71 20.2%

協働・他職種連携 44 12.5%

支援の見立て 30 8.5%

ファシリテーション 21 6.0%

プレゼンテーション 5 1.4%

記録 14 4.0%

面接技術 37 10.5%

家族支援 50 14.2%

地域移行・地域定着 52 14.8%

地域づくり・（自立支援）協議会 36 10.3%

防災 18 5.1%

医療知識（病気に関すること） 76 21.7%

社会人としてのマナー 12 3.4%

組織の運営・管理 12 3.4%

会議の企画・運営 11 3.1%

障害児支援 59 16.8%

触法 17 4.8%

その他 46 13.1%
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（受講した法定外研修で業務に役立った内容） 

  平成 27 年度に受講した「相談支援」に関する法定外研修（相談支援従事者初任者研修、相

談支援従事者現任研修を除く）の内容で、業務に役立った割合は、「支援の見立て」「グル

ープスーパービジョン」「障害特性」「権利擁護・成年後見制度」「ストレングスアプロー

チ」で順であった。 

 

図表 75 「平成 27 年度の法定外研修の受講した研修の内容で業務に役立った内容」 

（複数回答/上位３つ） 

  

項目 受講人数 業務に役立った人数

障害特性 146 105 71.9%

権利擁護・成年後見制度 129 71 55.0%

プライバシー保護（守秘義務） 17 4 23.5%

意思決定支援 74 39 52.7%

エンパワメント 39 13 33.3%

中立性、公平性の保持 4 0 0.0%

利用者の主体性の尊重 34 15 44.1%

信頼関係の構築 16 11 68.8%

利用者の生活のしづらさの理解 39 20 51.3%

ケアマネジメントプロセス 61 21 34.4%

チームアプローチ 46 26 56.5%

コミュニティーワーク 24 6 25.0%

コミュニケーション 21 10 47.6%

情報収集力 7 4 57.1%

障害者総合支援法 53 25 47.2%

障害者差別解消法 66 23 34.8%

障害者権利条約 24 6 25.0%

自己コントロール・セルフマネジメント 15 4 26.7%

グループスーパービジョン（ＧＳＶ） 100 72 72.0%

スーパービジョン（ＧＳＶ以外） 25 14 56.0%

事例検討 156 99 63.5%

ストレングスアプローチ 71 49 69.0%

協働・他職種連携 44 21 47.7%

支援の見立て 30 26 86.7%

ファシリテーション 21 9 42.9%

プレゼンテーション 5 0 0.0%

記録 14 5 35.7%

面接技術 37 17 45.9%

家族支援 50 33 66.0%

地域移行・地域定着 52 20 38.5%

地域づくり・（自立支援）協議会 36 23 63.9%

防災 18 2 11.1%

医療知識（病気に関すること） 76 42 55.3%

社会人としてのマナー 12 7 58.3%

組織の運営・管理 12 2 16.7%

会議の企画・運営 11 3 27.3%

障害児支援 59 35 59.3%

触法 17 6 35.3%

その他 46 20 43.5%
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（法定外研修の受講効果） 

  平成 27 年度に受講した（351 人）「相談支援」に関する法定外研修（相談支援従事者初任

者研修、相談支援従事者現任研修を除く）の効果があったと答えたのは、344 人（98.0％）

であった。研修効果の具体的内容については、「支援や業務の振り返りに役立った」「ケー

ス支援や業務に役立った」「相談支援専門員としての知識や技術の習得につながった（深ま

った）」の順であった。 

 

図表 76 「平成 27 年度の法定外研修の受講した研修の効果」 

 

 

 

図表 77 「平成 27 年度の法定外研修の受講した研修の効果の具体的内容」（複数回答） 

 

  

有 無

効果 344 7

(351人） 98.0% 2.0%

支
援
や
業
務
の
振
り
返
り
に
役
立
っ

た

ケ
ー

ス
支
援
や
業
務
に
役
立
っ

た

相
談
支
援
専
門
員
と
し
て
の
知
識
や
技

術
の
習
得
に
つ
な
が
っ

た
（

深
ま
っ

た
）

同
職
種
・
他
職
種
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー

ク
構

築
が
出
来
た
（

深
ま
っ

た
）

地
域
の
社
会
資
源
の
把
握
や
理
解
に
つ

な
が
っ

た

地
域
づ
く
り
へ
の
働
き
か
け
や
取
り
組

み
が
理
解
で
き
た

イ
ン
フ
ォ
ー

マ
ル
サ
ー

ビ
ス
の
活
用
に

つ
な
が
っ

た

個
別
の
地
域
社
会
資
源
の
開
発
に
繋

が
っ

た

法
人
・
事
業
所
内
で
の
研
修
企
画
等
の

参
考
に
な
っ

た

事
業
所
内
の
職
場
環
境
改
善
の
参
考
に

な
っ

た

そ
の
他

効
果
は
な
か
っ

た

合計 251 215 224 113 61 46 18 21 41 28 6 7

(351人) 71.5% 61.3% 63.8% 32.2% 17.4% 13.1% 5.1% 6.0% 11.7% 8.0% 1.7% 2.0%
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（研修を受講されなかった理由） 

  平成 27 年度に「相談支援」に関する法定外研修（相談支援従事者初任者研修、相談支援従

事者現任研修を除く）を受講しなかった理由は、「業務多忙」「研修日時」「その他」の順

であった。「その他」の内容としては、「相談支援専門員の業務に従事していなかった」

「育児休業中であった」「兼務のため」「人員体制」「相談支援以外の研修を受講」「知ら

なかった」等があった。 

 

図表 78 「平成 27 年度の法定外研修を受講されなかった理由」（複数回答） 

 

 

  

業
務
多
忙

研
修
受
講
費
用

研
修
場
所

研
修
日
時

受
講
し
た
い
内
容
が
な
い

職
場
の
理
解
が
得
ら
れ
な
か
っ

た

そ
の
他

合計 224 8 34 91 20 6 89

(357人) 63.8% 2.3% 9.7% 25.9% 5.7% 1.7% 25.4%
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第３章 まとめと考察 

 

  県内の指定特定・指定障害児相談支援事業所等に従事する相談支援専門員の業務実態等を

把握することにより、本県における計画相談の更なる推進、相談支援体制の充実、相談支援

専門員の定着、相談支援専門員の資質の向上をはかるための基礎資料を得ることを目的に実

施した。その結果から、①「相談支援体制の充実に関すること」②「相談支援専門員の人材

確保、育成や資質の向上に関すること」について考察する。 

 

 ① 相談支援体制の充実に関すること 
 

   本県の相談支援体制は、県全体の相談支援体制等の整備を図るために神奈川県障害者自

立支援協議会を設置し、市町村や圏域自立支援協議会と連携して重層的な相談支援体制を

構築している。平成 29 年４月１日現在、本県の指定特定相談支援事業所・障害児相談支援

事業所数は 463 事業所、指定一般相談支援事業所は 174 事業所である。 

   今回の調査結果により、浮かび上がってきた本県の相談支援体制の課題をまとめると、

下記のようになる。 

 

○ 兼務業務や膨大な担当ケース等による業務多忙・・・・・図表３、６、38、45 等 

○ 困難ケースへの対応・・・・・・・・・・・・・・・・・図表 39、43、45、47 等 

○ スーパーバイズできる人材の不足・・・・・・・・・・・図表 39、45、49、53 等 

○ 地域の社会資源、サービスの不足・・・・・・・・・・・図表 47、51、52、54 等 

○ 他事業所、他職種との連携不足・・・・・・・・・・・・図表 43、51、52、54 等 

○ 相談支援専門員の業務範囲が不明確・・・・・・・・・・図表 45、47、48、51 等 

○ 地域移行、地域定着に関わった経験のある職員の不足・・図表 22、23、30、31 等 

   

   これらについては、地域性によって濃淡はあるが、相談支援専門員、地域が共通して抱

えている課題である。すぐに全てを解決できる課題ではないことから、県、市町村がそれ

ぞれの役割に応じて、連携をしていくなかで解決していくことが望まれる。 

   本県においては、都道府県相談支援体制整備事業によるアドバイザー配置、圏域自立支

援協議会、相談支援ネットワーク構築等の事業のほか、相談支援従事者養成・確保推進事

業において、スーパーバイズできる人材の養成を目的とした障害者ケアマネジメント等指

導者養成研修を実施してきた。 

しかし、今回の結果により、地域の相談支援体制の課題は多くあり、県としてより一層

の取り組みが求められる。 

例えば、一人あたりの望ましい相談件数の提示、役割の明確化、地域の社会資源・サー

ビス充実、ネットワーク強化に向けた取組、担当件数や計画作成件数等が多い相談支援専

門員へのフォローアップや業務量削減に向けた取組、専従職員や複数の相談支援専門員が

配置された相談支援事業所を増やす取組、相談支援専門員の定着に向けた基幹相談支援セ

ンター職員や市町村職員などを対象にした研修実施、ＯＪＴ等地域の体制の中で支えてい

く仕組みの構築などが考えられる。 
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 ② 相談支援専門員の人材確保、育成や資質の向上に関すること 
 

   今回の調査により、相談支援の経験がない方や相談支援関連の資格を取得していない方

が相談支援従事者初任者研修を多数受講されていることがわかった。また、困難ケースの

内容、勤務上の悩みの結果等からも、相談支援従事者初任者研修受講前に、基本的な相談

支援に関する知識や技法、また職業倫理や価値等を学ぶ場について検討が必要である。 
 

多くの相談支援専門員が、直接支援業務との兼務であり、相談支援専門員として稼動す

る時間が短く、相談支援専門員として十分な経験を積むことが難しい現状にあること等か

ら、職場内に留まらず、基幹相談支援センター等を中心においた地域体制の中で人材育成

をはかっていくことが望ましい。あわせて、人材育成ビジョンの周知をこれまで以上にす

すめること及び人材育成ビジョンを柱においたキャリアパスを構築していくことも考えら

れる。 
 

業務遂行上の悩み、問題点について相談できる相手はいるが、多くの方が様々な勤務上

や業務遂行上の悩みを抱えており、また多くの困難事例を抱えていることから、相談をし

ても悩み等の解決に至っていない現状が明らかになったことから、きちんとしたスーパー

バイズが行える人材の養成や基幹相談支援センター等の体制整備が必要である。 
 

困難事例については、「家族支援」に関する項目が一番多く、アセスメントに課題があ

ると考えられることから、アセスメント、インテーク等、ケアマネジメントプロセスを強

化した研修を準備することも考えられる。また、家族支援の技法や手法等現に困っている

課題に対応するための研修内容の実施等、柔軟な研修プログラムの構築が考えられる。 
 

   相談支援専門員はソーシャルワークの担い手であることが改めて確認されたところであ

るが、勤務上の悩みについては「自分の能力や資質に不安がある」が一番多く、また、相

談できる人はいるが解決には至っていない現状も明らかになり、スーパーバイズやＯＪＴ

を受けられる体制の整備が必要である。 
   

   今後受講したい研修内容は、「意思決定支援」が最も多く、また、本県においては津久

井やまゆり園入所者に対する意思決定支援を実施しており、相談支援専門員が意思決定支

援責任者として定められていることから、意思決定支援の取組をすすめるための体制や研

修が必要である。本人に寄り添った丁寧な意思決定支援を実施するには、本人との関係性

構築を基軸とし、表出される希望の一つ一つを丁寧に聞き取り、体験を繰り返していくな

どのきめ細やかなかかわり（定期的なやりとり）が重要となることから、国の示す標準的

な頻度に縛られることなく、根拠に基づいた適切な回数のモニタリングが必要である。 
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相談支援専門員の業務等の実態に関する調査　ご協力のお願い

◆◇◆　調査の目的　◆◇◆

神奈川県内の指定特定・指定障害児相談支援事業所及び指定一般相談支援事業所並びに
基幹相談支援センターに従事する相談支援専門員の業務実態等を把握し、相談支援専門員
の資質の向上、相談支援専門員の定着、計画相談の更なる推進、相談支援体制の充実をは
かるための基礎資料を得ることを目的とします。なお、集計結果につきましては、データ
を統計的に処理し、個人を特定できない形で公表を予定していることを申し添えます。

◆◇◆　回答にあたっての注意　◆◇◆

・「チェックボックス」をクリックして選択、または「記入欄（黄色）」にご記入くださ
い。

・特に指定がない限り、チェックボックスは１つ選択してください。

・本調査票は、設問中に指示がある場合を除き、必ず全ての設問を回答してください。 

・回答後、調査票の＜Ｔ列＞のエラーチェックが全て消えているかをご確認ください。エ
ラーチェックの文字が消えていない場合は、回答をやり直してください。

・特に指定がない限り、平成28年12月1日現在の状況を記入してください。

・本調査の結果は、今後の神奈川県の相談支援体制整備、充実強化を促進するため等に使
用し、それ以外での使用はいたしません。

・本調査票は、相談支援専門員の皆様に回答していただくものです。

・お忙しいところ誠に恐縮ですが、平成29年１月27日（金）までに、事業所所在地の市町
村所管課あてにご回答下さい。

・お手数ですが、このファイルで回答いただきますようお願い致します。

・本調査の記入の仕方や項目に分かりにくい点がありましたら、お手数ですが、以下の連
絡先までお問い合わせください。

【調査実施主体・記入に関する問合せ先】

　神奈川県保健福祉局福祉部障害福祉課　　　（担当）地域生活支援グループ　熊岡
　連絡先：045-210-1111（内線4721）　　　　ＦＡＸ：045-201-2051

　（お問い合わせフォーム）

　　　https://cgi.pref.kanagawa.jp/ques/questionnaire.php?openid=1180546137&check
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神奈川県相談支援専門員　実態調査　アンケート

■基本属性に関する内容　（※平成28年12月１日現在の内容でお答えください。）

１　「勤務先」について教えてください。

２　「性別」について教えてください。

３　「年齢」について教えてください。 歳

４　「勤務形態」について教えてください。

）

５　相談支援専門員として従事する１週間の勤務時間（平均）について教えてください。

６　兼務されている場合、「兼務されている業務内容」について教えてください。

（ ）

７　「初任者研修」の「受講年度」を教えてください。（失効したことがある場合は有効な研修受講年度を選択してください）

８　「現任研修」の「受講回数」を教えてください。

９　「保有している資格等」について、下記から「全て」選択してください。（複数選択可）

10　「相談支援専門員」としての「経験年数」について教えてください。 年 ヶ月

11　相談支援専門員として勤務する以前に「相談支援の経験」はありますか。

12　相談支援専門員として勤務する以前に経験された「相談支援の分野」について教えてください。

13　相談支援専門員として勤務する以前の「相談支援の経験年数」について教えてください。 年 ヶ月

(事業所番号) #N/A

男性 女性

常勤・専従 常勤・兼務 非常勤・専従 非常勤・兼務 その他 （

平成18年度以前 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

平成26年度 平成27年度 平成28年度

１回 ２回 ３回以上無

准看護師

理学療法士 作業療法士 社会福祉士 介護福祉士 精神保健福祉士視能訓練士

義肢装具士

言語聴覚士

歯科衛生士 はり師・きゅう師

医師 歯科医師 薬剤師 保健師 助産師 看護師

あん摩マッサージ指圧師 柔道整復師 管理栄養士

栄養士 保育士 介護支援専門員 社会福祉主事任用資格 居宅介護職員初任者研修（ホームヘルパー２級以上含む）

児童指導員任用資格者 精神障害者社会復帰指導員任用資格者

有 無 → （問15から回答してください）

療養介護

生活介護 自立訓練（機能訓練） 自立訓練（生活訓練）

共同生活援助

就労移行支援 就労継続支援（A型） 就労継続支援（B型） 児童発達支援

放課後等デイサービス 居宅介護

施設入所支援

地域活動支援センター

管理者 サービス提供責任者 介護支援専門員

行動援護

同行援護

障害児入所施設

短期入所

重度訪問介護

重度障害者等包括支援 保育所等訪問支援 移動支援

日中一時支援 訪問入浴サービス 基幹相談支援センター

その他

身体 知的 精神 児童 高齢 医療 就労 教育 その他

～10時間 ～20時間 ～30時間 ～40時間 40時間以上 決まっていない～５時間 ～15時間

平成28年度神奈川県相談支援専門員実態調査アンケート 1/6
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14　上記13のうち「障害分野の相談支援の経験年数」について教えてください。 年 ヶ月

15　「現職場（事業所）の経験年数」について教えてください。 年 ヶ月

16　「福祉分野における経験年数」について教えてください。 年 ヶ月

17　「相談支援専門員」の「実務経験要件」について教えてください。 （※別紙参照）

　①　相談支援業務

　②　直接支援業務

　③　有資格者

ア イ ウ エ オ カ

ア イ ウ

ア イ

平成28年度神奈川県相談支援専門員実態調査アンケート 2/6
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■業務に関すること （※平成28年12月１日現在の内容でお答えください。）

18　「担当件数（実件数）」について教えてください。
件数

１　サービス等利用計画 件
２　障害児支援利用計画 件
３　地域移行支援 件
４　地域定着支援 件

0 件

19　平成27年度に新規に作成した「サービス等利用計画」「障害児支援利用計画」の実件数について教えてください。
件数

１　サービス等利用計画 件
２　障害児支援利用計画 件

0 件

20　平成27年度に「モニタリングを行った実件数」について教えてください。 件

21　担当されている「あなたが支援困難と感じる事例」の「実件数」について教えてください。 件

22　担当されている「あなたが支援困難と感じる事例」の「課題」について、当てはまるもの「全て」にチェックをしてください。

（ ）

（ ）

24　「勤務上の悩み」について、当てはまるもののうち「上位３つ」にチェックをしてください。

（ ）

25　「業務遂行上の問題点、悩み」について、当てはまるもののうち「上位３つ」にチェックをしてください。

（ ）

23　担当となった場合に「あなたが特に支援困難に感じると思われる課題」について、当てはまるもの「上位３つ」にチェックをしてく
ださい。

種別

合計

種別

合計

賃金が低い

兼務が忙しく、相談支援業務の時間が不十分

研修の場、機会が少ない

事業所等からのノルマや課題、目標が厳しい

自分の能力や資質に不安がある研修に参加できない

残業が多い/仕事の持ち帰りが多い 休日・休暇がとれない 夜間対応・緊急対応が多い

相談できる相手がいない

その他

勤務上の悩みはない

相談支援専門員本来の業務が出来ていない

利用者に制度変更の説明をするのに時間がかかる

困難ケースへの対応

改正事項の解釈等について市町村等に質問しても回答がもらえない、時間がかかる

業務の責任が重く、抱え込んでしまう利用者本位のサービスが貫けない

担当利用者数が多い 担当する地域範囲が広い 相談支援専門員の業務範囲が不明確

事業所内のミーティングの時間がとりにくい

その他

業務遂行上の悩みはない

他の相談支援専門員との担当利用者の情報共有が不十分事業所内で困難ケースを話し合う時間・機会等が少ない

制度が頻回に変わり、対応に時間と労力がかかる 記録する書式が多く手間がかかる

必要と思われるサービスを受け入れない

独居 虐待の疑いがある自己負担できる金額に制限がある

医療ニーズが高い 本人と家族や支援者との意向が異なる 意思表示が苦手

家族の意向が強く振り回される

その他

触法ケース状態の変化が著しい 行動障害が激しい 他領域（介護保険、生活保護等）の知識必要

必要と思われるサービスを受け入れない

独居 虐待の疑いがある自己負担できる金額に制限がある

医療ニーズが高い 本人と家族や支援者との意向が異なる 意思表示が苦手

家族の意向が強く振り回される

その他

触法ケース状態の変化が著しい 行動障害が激しい

重複障害 生活困窮 精神障害による自傷、他害

他領域（介護保険、生活保護等）の知識必要

精神障害による自傷、他害生活困窮重複障害

家族の支える力が弱い（介護者も当事者等）

家族の支える力が弱い（介護者も当事者等）

平成28年度神奈川県相談支援専門員実態調査アンケート 3/6

-49-



26　「業務遂行上の問題点、悩み」について、「相談できる人」がいますか。

27　「業務遂行上の問題点、悩み」についての「相談相手」について、当てはまるもの「全て」にチェックをしてください。

（ ）

28　「業務負担感の大きいと感じる業務」について、あてはまるもののうち、「上位３つ」にチェックをしてください。

（ ）

29　「他機関との連携に関する悩み」について当てはまるもののうち、「上位３つ」にチェックをしてください。

（ ）

30　「アセスメント」に関する課題について、当てはまるもの「全て」にチェックをしてください。

（ ）

31　「サービス等利用計画作成」に関する課題について、当てはまるもの「上位３つ」にチェックをしてください。

（ ）

別法人・事業所の相談支援専門員との連携が少ない 市町村に困難ケース等を相談しても十分に相談に応じてくれない

関係機関と日程が合わず、サービス担当者会議に向けての調整に時間がかかる関係機関に照会しても回答がなかなか得られない

サービス等利用計画の作成・送付する業務に手間がかかる 関係機関からの情報が少ない

その他

他機関との連携に関する悩みはない

基幹相談支援センターとの連携がとりにくい主治医・医療機関との連携がとりにくい

基幹相談支援センターがない 専門機関に相談しても十分に相談に応じてくれない、連携がとりにくい

市町村から必要な情報を得られにくい

いる いない →（問28へ進んでください）

事業所内の管理者 事業所内の相談支援専門員 法人内の別事業所の管理者 法人内の別事業所の相談支援専門員

障害保健福祉圏域相談支援等ネットワーク形成事業者

基幹相談支援センター市町村 専門機関

その他

初回のサービス等利用計画の作成

医療機関・主治医との連絡・調整

利用者へのサービス等利用計画の交付

協議会業務

サービス提供事業者へのサービス等利用計画の交付サービス担当者会議の開催

利用者宅等への初回訪問（重要事項説明・契約業務を含む） 利用者の状態像等に関するアセスメント

その他

モニタリング結果の記録サービス等利用計画のモニタリング

インフォーマルサービス導入のための調整等 目標の達成状況の評価

外部の専門機関への状況照会

サービス等利用計画の変更 サービス導入のための事業所探し・調整

サービス事業者との日常的な連絡・調整 給付管理業務

市町村との相談・連携 各種会議への出席・開催調整

制度の変更に伴う情報等について利用者への説明 指導・監査等に対応するための諸準備

見立て、今後の予測ができない情報収集が難しい 収集した情報を分析・活用できない 課題の原因・背景がわからない

その他

特に課題はない

利用者と家族の意見に違いがあり調整が難しい

指導・監査を前提にしたサービス調整

利用者の意見と、相談支援専門員の意見に違いがあり調整が難しい

業務多忙で十分な計画を作成できない 家族等の意見を十分に聞く時間がない

その他

家族の意見と、相談支援専門員の意見に違いがあり調整が難しい

サービス事業者との調整 インフォーマルサービスの位置づけ

課題を抽出し、長期目標・短期目標を立てるのが難しい

課題の表記など文章化することが難しい 必要な公的サービスが地域に不足している

医師との連携がとりづらい 地域のインフォーマルサービスが不足している

利用者の意見を十分に聞く時間がない

特に課題はない

法人外の相談支援専門員

業務負担感の大きいと感じる業務はない
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■「神奈川県相談支援専門員人材育成ビジョン」についてお聞きします。

32　「神奈川県相談支援専門員人材育成ビジョン」について、知っていますか。

33　「神奈川県相談支援専門員人材育成ビジョン」を日頃の業務で意識していますか。

■「研修」についてお聞きします。

34　研修参加の際に「重視する内容」について、あてはまるもののうち「上位３つ」にチェックをしてください。

（ ）

35　今後受講されたい「研修の内容」について、当てはまるもののうち「上位５つ」にチェックをしてください。

（ ）

36　これまでに「専門コース別研修」を受講されたことがありますか。

37　受講されたことのある「専門コース別研修のコース」について、「全て」チェックをしてください。

38　今後受講されたい「専門コース別研修のコース」について教えてください。

実施主体：横浜市

実施主体：川崎市

実施主体：特定非営利活動法人　かながわ障がいケアマネジメント従事者ネットワーク

40　相談支援専門員を対象にした「研修情報の入手先」について、当てはまるもの「全て」にチェックをしてください。

（ ）

※「障害福祉情報サービスかながわ」のお知らせ配信メールについて

39　「神奈川県相談支援従事者等養成・確保推進事業」の研修で受講されたことがある内容について、あてはまるもの「全て」に
チェックをしてください。

「神奈川県相談支援専門員人材育成ビジョン」はこちら

「神奈川県相談支援専門員人材育成ビジョン」はこちら

中立性、公平性の保持 利用者の主体性の尊重 信頼関係の構築

障害者差別解消法障害者総合支援法

エンパワメント

障害者権利条約

利用者の生活のしづらさの理解 ケアマネジメントプロセス

意思決定支援障害特性 権利擁護・成年後見制度 プライバシー保護（守秘義務）

チームアプローチ コミュニティーワーク

コミュニケーション 情報収集力

自己コントロール・セルフマネジメント スーパービジョン（ＧＳＶ以外）グループスーパービジョン（ＧＳＶ）

事例検討 ストレングスアプローチ 協働・他職種連携 支援の見立て

ファシリテーション プレゼンテーション 記録 面接技術

家族支援 地域移行・地域定着 地域づくり・（自立支援）協議会 防災

医療知識（病気に関すること） 社会人としてのマナー 組織の運営・管理 会議の企画・運営

触法

受講した →（問37から回答してください） 受講していない →（問38から回答してください）

地域移行・地域定着、触法障害児支援 権利擁護・成年後見制度 スーパービジョン・管理面接技術

セルフケアマネジメント

不明 →（問38から回答してください）

研修受講費用法定研修 実施主体

研修場所研修日時 職場からの推薦

その他

研修内容

業務への影響

地域移行・地域定着、触法障害児支援 権利擁護・成年後見制度 スーパービジョン・管理面接技術

セルフケアマネジメント

ストレングスマネジメント（障害者ケアマネジメント等指導者養成研修） 専門コース別研修

実践研修Ⅰ

指導者養成研修

基礎研修 スキルアップⅡ

実務研修Ⅲ実務研修Ⅰ

相談支援専門員とサービス管理責任者の連携（相談支援従事者スキルアップ研修） 支援会議の意義と活用を学ぶ（支援会議・サービス調整会議実践研修）

スキルアップⅠ

実践研修Ⅱ その他

実務研修Ⅱ 地域リーダー養成研修

その他

その他

専門職団体

研究所などの研究機関

民間事業者

都道府県・市町村職場（法人・事業所）

専門機関障害福祉情報サービスかながわ

基幹相談支援センター （自立支援）協議会・圏域ナビ

その他大学などの教育機関

障害児支援 その他

受講希望なし

知っている 知らない

意識している 意識していない

平成28年度神奈川県相談支援専門員実態調査アンケート 5/6

-51-



以下、平成27年度の法定外研修（相談支援従事者初任者・現任者研修以外の研修）の受講状況について教えてください。

41　平成27年度、「相談支援」に関する法定外研修を受講されましたか。

（ ）

43　平成27年度に受講された研修の「回数」について教えてください。

回数
１　専門コース別研修 回
２　事業所・法人内部の研修 回
３　外部の研修 回
合計 0 回

44　平成27年度に受講された研修の「内容」について、当てはまるもの「全て」にチェックをしてください。

（ ）

45　平成27年度に受講された研修の内容のうち、「業務に役立った内容」のうち「上位３つ」にチェックをしてください。

（ ）

46　平成27年度に受講された研修の「効果」について、当てはまるもの「全て」にチェックをしてください。

（ ）

47　平成27年度に研修を「受講されなかった理由」について、当てはまるもの「全て」にチェックをしてください。

（ ）

以上になります。ご協力ありがとうございました。

研修実施主体

42　平成27年度に受講された「相談支援」に関する法定外研修の「実施主体」について当てはまるもの「全て」にチェッ
クしてください。

専門職団体

研究所などの研究機関

民間事業者 大学などの教育機関

都道府県・市町村事業所・法人内部

専門機関

受講した →（問42～46を回答してください）

基幹相談支援センター （自立支援）協議会・圏域ナビ

受講していない →（問47を回答してください）

中立性、公平性の保持 利用者の主体性の尊重 信頼関係の構築

障害者差別解消法障害者総合支援法

エンパワメント

障害児支援

障害者権利条約

利用者の生活のしづらさの理解 ケアマネジメントプロセス

意思決定支援障害特性 権利擁護 プライバシー保護（守秘義務）

チームアプローチ コミュニティーワーク

コミュニケーション 情報収集力

自己コントロール・セルフマネジメント スーパービジョン（ＧＳＶ以外）グループスーパービジョン（ＧＳＶ）

事例検討 ストレングスアプローチ 協働・他職種連携 支援の見立て

ファシリテーション プレゼンテーション 記録 面接技術

家族支援 地域移行・地域定着 地域づくり・（自立支援）協議会 防災

医療知識（病気に関すること） 社会人としてのマナー 組織の運営・管理 会議の企画・運営

触法

その他

中立性、公平性の保持 利用者の主体性の尊重 信頼関係の構築

障害者差別解消法障害者総合支援法

エンパワメント

触法

障害者権利条約

利用者の生活のしづらさの理解 ケアマネジメントプロセス

意思決定支援障害特性 権利擁護 プライバシー保護（守秘義務）

チームアプローチ コミュニティーワーク

コミュニケーション 情報収集力

自己コントロール・セルフマネジメント スーパービジョン（ＧＳＶ以外）グループスーパービジョン（ＧＳＶ）

事例検討 ストレングスアプローチ 協働・他職種連携 支援の見立て

ファシリテーション プレゼンテーション 記録 面接技術

家族支援 地域移行・地域定着 地域づくり・（自立支援）協議会 防災

医療知識（病気に関すること） 社会人としてのマナー 組織の運営・管理/マネジメント 会議の企画・運営

その他

法人・事業所内での研修企画等の参考になった 事業所内の職場環境改善の参考になった

相談支援専門員としての知識や技術の習得につながった（深まった） 同職種・他職種のネットワーク構築ができた（深まった）

支援や業務の振り返りに役立った ケース支援や業務に役立った

その他

効果はなかった

地域づくりへの働きかけや取り組みが理解できた地域の社会資源の把握や理解につながった

インフォーマルサービスの活用につながった 個別の地域社会資源の開発につながった

研修受講費用業務多忙

受講したい内容がない

研修場所 研修日時

職場の理解が得られなかった その他

不明

その他

障害児支援
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障 発 0331 第 15 号 

平成 29 年３月 31 日 

  都道府県知事 

各 指定都市市長 殿 

  中核市市長 

厚生労働省社会・援護局

障害保健福祉部長 

（ 公 印 省 略 ）  

障害福祉サービスの利用等にあたっての意思決定支援ガイドラインについて 

地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係法

律の整備に関する法律（平成 24 年法律第 51 号）の附則第３条においては、法施行後３

年を目途として障害福祉サービスの在り方等について検討を加え、その結果に基づいて

所要の措置を講ずることとされており、「障害者の意思決定支援の在り方」が見直し事項

の一つに挙げられています。 

これを踏まえ、社会保障審議会障害者部会では、平成 27 年４月から見直しに向けた検

討を行い、平成 27 年 12 月に今後の取組について報告書を取りまとめ、同報告書では、

意思決定支援の定義や意義、標準的なプロセス、留意点を取りまとめた「意思決定支援

ガイドライン（仮称）」を作成し、事業者や成年後見の担い手を含めた関係者間で共有し、

普及を図るべき旨が盛り込まれたところです。 

今般、これまでの障害者総合福祉推進事業による研究報告書を踏まえ、「障害福祉サー

ビス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」を作成したので通知します。 

各都道府県、指定都市及び中核市におかれては、障害者の意思決定の支援がより一層

適切に図られるよう、管内市区町村、指定事業者及び指定相談支援事業者に対して周知

いただくとともに、研修など様々な機会を通じて本ガイドラインの普及に努めていただ

きますようお願いします。 

なお、この通知は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 の４第１項の規定に

基づく技術的な助言であることを申し添えます。 
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障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン 

Ⅰ．はじめに 

１．ガイドライン策定の背景 

「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずるための関係

法律の整備に関する法律」の附則第３条においては、法施行後３年を目途として障害福祉

サービスの在り方等について検討を加え、その結果に基づいて所要の措置を講ずることと

されており、「障害者の意思決定支援の在り方」が見直し事項の一つに挙げられている。 

社会保障審議会障害者部会では、平成 27 年４月から見直しに向けた検討を行い、平成

27 年 12 月に今後の取組について報告書を取りまとめた。 

同報告書では、障害者の意思決定支援の今後の取組について以下の記載が盛り込まれて

おり、「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援ガイドライン」（以下「ガイドライ

ン」という。）は、これらの内容を踏まえて作成されたものである。

※ 「障害者総合支援法施行３年後の見直しについて」（平成 27 年 12 月 14 日社会保障審

議会障害者部会報告書）より抜粋 

５．障害者の意思決定支援・成年後見制度の利用促進の在り方について 

（２）今後の取組

（基本的な考え方） 

○ 日常生活や社会生活等において障害者の意思が適切に反映された生活が送れるよ

う、障害福祉サービスの提供に関わる主体等が、障害者の意思決定の重要性を認識

した上で、必要な対応を実施できるようにするとともに、成年後見制度の適切な利

用を促進するため、以下のような取組を進めるべきである。 

（意思決定支援ガイドライン） 

○ 意思決定支援の定義や意義、標準的なプロセス（サービス等利用計画や個別支援

計画の作成と一体的に実施等）、留意点（意思決定の前提となる情報等の伝達等）を

取りまとめた「意思決定支援ガイドライン（仮称）」を作成し、事業者や成年後見の

担い手を含めた関係者間で共有し、普及を図るべきである。あわせて、意思決定支

援の質の向上を図るため、このようなガイドラインを活用した研修を実施するとと

もに、相談支援専門員やサービス管理責任者等の研修のカリキュラムの中にも位置

付けるべきである。 

なお、ガイドラインの普及に当たっては、その形式的な適用にとらわれるあまり、

実質的な自己決定権が阻害されることのないよう留意する必要がある。 

  （障害福祉サービスにおける意思決定支援） 

○ また、障害福祉サービスの具体的なサービス内容の要素として「意思決定支援」

が含まれる旨を明確化すべきである。
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２．ガイドラインの趣旨 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下「障害者総合支援

法」という。）第１条の２（基本理念）においては、障害者本人（以下「本人」という。）

が「どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保」される旨を規定し、指定相談支

援事業者及び指定障害福祉サービス事業者等（以下「事業者」という。）に対し、障害者

等の意思決定の支援に配慮するよう努める旨を規定する（第 42 条、第 51 条の 22）など、

「意思決定支援」を重要な取組として位置づけている。 

また、障害者基本法においては、国及び地方公共団体は、障害者の意思決定の支援に配

慮しつつ、障害者及びその家族その他の関係者に対する相談業務、成年後見制度その他の

障害者の権利利益の保護等のための施策又は制度が、適切に行われ又は広く利用されるよ

うにしなければならないと定めている（第 23 条）。 

ノーマライゼーション理念の浸透や障害者の権利擁護が求められるなかで、障害者の自

己決定の尊重に基づいて支援することの重要性は誰もが認識するところである。しかし、

自己決定が困難な障害者に対する支援の枠組みや方法等については必ずしも標準的なプ

ロセスが示されていない。ガイドラインは、事業者がサービス等利用計画や個別支援計画

を作成してサービスを提供する際の障害者の意思決定支援についての考え方を整理し、相

談支援や、施設入所支援等の障害福祉サービス（以下「サービス」という。）の現場にお

いて意思決定支援がより具体的に行われるための基本的考え方や姿勢、方法、配慮される

べき事項等を整理し、事業者がサービスを提供する際に必要とされる意思決定支援の枠組

みを示し、もって障害者の意思を尊重した質の高いサービスの提供に資することを目的と

するものである。 

ガイドラインは、事業者がサービスを提供する際に行う障害者の意思決定支援の枠組み

を示すものであるが、本人、事業者、家族や成年後見人等（保佐人及び補助人並びに任意

後見人を含む。以下同じ。）の他に、必要に応じて教育関係者や医療関係者、福祉事務所、

市区町村の虐待対応窓口や保健所等の行政関係機関、障害者就業・生活支援センター等の

就労関係機関、ピアサポーター等の障害当事者による支援者、本人の知人等の関係者、関

係機関等（以下「関係者等」という。）、障害者に関わる多くの人々にも意思決定支援への

参加を促すものである。 

障害者の意思決定支援については、それぞれの障害の状態等において個別性が高く、そ

の支援方法も多様なものである。事業者は、ガイドラインの内容を踏まえ、各事業者の実

情や個々の障害者の態様に応じて不断に意思決定支援に関する創意工夫を図り、質の向上

に努めなければならない。 

また、事業者の意思決定支援に関する取組の蓄積を踏まえ、ガイドラインの内容も見直

していくことが必要である。 
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Ⅱ．総論 

１．意思決定支援の定義 

本ガイドラインにおける意思決定支援は、障害者への支援の原則は自己決定の尊重であ

ることを前提として、自ら意思を決定することが困難な障害者に対する支援を意思決定支

援として次のように定義する。 

意思決定支援とは、自ら意思を決定することに困難を抱える障害者が、日常生活や社会

生活に関して自らの意思が反映された生活を送ることができるように、可能な限り本人が

自ら意思決定できるよう支援し、本人の意思の確認や意思及び選好を推定し、支援を尽く

しても本人の意思及び選好の推定が困難な場合には、最後の手段として本人の最善の利益

を検討するために事業者の職員が行う支援の行為及び仕組みをいう。 

２．意思決定を構成する要素 

障害者の意思決定を構成する要素としては、次の三つが考えられる。 

（１）本人の判断能力

本人の障害による判断能力の程度は、意思決定に大きな影響を与える。

例えば、何を食べるか、何を着るかといった日常生活における意思決定は可能だが、

施設から地域生活への移行等住まいの場の選択については意思決定に支援が必要であ

るといった事例が考えられる。意思決定を進める上で、本人の判断能力の程度について

の慎重なアセスメントが重要となる。 

（２）意思決定支援が必要な場面

意思決定支援は、次のような場面で必要とされることが考えられる。

① 日常生活における場面

日常生活における意思決定支援の場面としては、例えば、食事、衣服の選択、外出、

排せつ、整容、入浴等基本的生活習慣に関する場面の他、複数用意された余暇活動プ

ログラムへの参加を選ぶ等の場面が考えられる。日頃から本人の生活に関わる事業者

の職員が場面に応じて即応的に行う直接支援の全てに意思決定支援の要素が含まれて

いる。 

日常生活における場面で意思決定支援を継続的に行うことにより、意思が尊重され

た生活体験を積み重ねることになり、本人が自らの意思を他者に伝えようとする意欲

を育てることにつながる。 

日常生活における支援場面の中で、継続的に意思決定支援を行うことが重要である。 

② 社会生活における場面

障害者総合支援法の基本理念には、全ての障害者がどこで誰と生活するかについて

の選択の機会が確保され、地域社会において他の人々と共生することを妨げられない

旨が定められていることに鑑みると、自宅からグループホームや入所施設等に住まい

-56-



の場を移す場面や、入所施設から地域移行してグループホームに住まいを替えたり、

グループホームの生活から一人暮らしを選ぶ場面等が、意思決定支援の重要な場面と

して考えられる。 

体験の機会の活用を含め、本人の意思確認を最大限の努力で行うことを前提に、事

業者、家族や、成年後見人等の他、必要に応じて関係者等が集まり、判断の根拠を明

確にしながら、より制限の少ない生活への移行を原則として、意思決定支援を進める

必要がある。 

（３）人的・物理的環境による影響

意思決定支援は、本人に関わる職員や関係者による人的な影響や環境による影響、本

人の経験の影響等を受ける。 

例えば、意思決定支援に関わる職員が、本人の意思を尊重しようとする態度で接して

いるかどうかや、本人との信頼関係ができているかどうかが影響することが考えられる。

また、意思決定の場面に立ち会う家族等の関係者との関係性も影響を与える可能性があ

る。 

環境に関しては、初めての慣れない場所で意思決定支援が行われた場合、本人が過度

に緊張してしまい、普段通りの意思表示ができないことも考えられる。また、サービス

の利用の選択については、体験利用を活用し経験に基づいて選択ができる方法の活用な

ど経験の有無によっても影響されることが考えられる。 

３．意思決定支援の基本的原則 

意思決定支援の基本的原則を次のように整理する。 

（１）本人への支援は、自己決定の尊重に基づき行うことが原則である。本人の自己決定に

とって必要な情報の説明は、本人が理解できるよう工夫して行うことが重要である。ま

た、幅広い選択肢から選ぶことが難しい場合は、選択肢を絞った中から選べるようにし

たり、絵カードや具体物を手がかりに選べるようにしたりするなど、本人の意思確認が

できるようなあらゆる工夫を行い、本人が安心して自信を持ち自由に意思表示できるよ

う支援することが必要である。 

（２）職員等の価値観においては不合理と思われる決定でも、他者への権利を侵害しないの

であれば、その選択を尊重するよう努める姿勢が求められる。 

また、本人が意思決定した結果、本人に不利益が及ぶことが考えられる場合は、意思

決定した結果については最大限尊重しつつも、それに対して生ずるリスクについて、ど

のようなことが予測できるか考え、対応について検討しておくことが必要である。例え

ば、疾病による食事制限があるのに制限されている物が食べたい、生活費がなくなるの

も構わず大きな買い物がしたい、一人で外出することは困難と思われるが、一人で外出

がしたい等の場合が考えられる。 

それらに対しては、食事制限されている食べ物は、どれぐらいなら食べても疾病に影
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響がないのか、あるいは疾病に影響がない同種の食べ物が用意できないか、お金を積み

立ててから大きな買い物をすることができないか、外出の練習をしてから出かけ、さら

に危険が予測される場合は後ろから離れて見守ることで対応することができないか等、

様々な工夫が考えられる。 

リスク管理のためには、事業所全体で取り組む体制を構築することが重要である。ま

た、リスク管理を強調するあまり、本人の意思決定に対して制約的になり過ぎないよう

注意することが必要である。 

（３）本人の自己決定や意思確認がどうしても困難な場合は、本人をよく知る関係者が集ま

って、本人の日常生活の場面や事業者のサービス提供場面における表情や感情、行動に

関する記録などの情報に加え、これまでの生活史、人間関係等様々な情報を把握し、根

拠を明確にしながら障害者の意思及び選好を推定する。 

本人のこれまでの生活史を家族関係も含めて理解することは、職員が本人の意思を推

定するための手がかりとなる。 

４．最善の利益の判断 

本人の意思を推定することがどうしても困難な場合は、関係者が協議し、本人にとって

の最善の利益を判断せざるを得ない場合がある。最善の利益の判断は最後の手段であり、

次のような点に留意することが必要である。 

（１）メリット・デメリットの検討

最善の利益は、複数の選択肢について、本人の立場に立って考えられるメリットとデ

メリットを可能な限り挙げた上で、比較検討することにより導く。

（２）相反する選択肢の両立

二者択一の選択が求められる場合においても、一見相反する選択肢を両立させること

ができないか考え、本人の最善の利益を追求する。 

例えば、健康上の理由で食事制限が課せられている人も、運動や食材、調理方法、盛

り付け等の工夫や見直しにより、可能な限り本人の好みの食事をすることができ、健康

上リスクの少ない生活を送ることができないか考える場合などがある。 

（３）自由の制限の最小化

住まいの場を選択する場合、選択可能な中から、障害者にとって自由の制限がより少

ない方を選択する。 

また、本人の生命または身体の安全を守るために、本人の最善の利益の観点からやむ

を得ず行動の自由を制限しなくてはならない場合は、行動の自由を制限するより他に選

択肢がないか、制限せざるを得ない場合でも、その程度がより少なくてすむような方法
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が他にないか慎重に検討し、自由の制限を最小化する。 

その場合、本人が理解できるように説明し、本人の納得と同意が得られるように、最

大限の努力をすることが求められる。 

５．事業者以外の視点からの検討 

意思決定支援を進める上で必要となる本人に関する多くの情報は、本人にサービス提供

している事業者が蓄積している。しかし、事業者はサービスを提供する上で、制度や組織

体制による制約もあるため、それらが意思決定支援に影響を与える場合も考えられること

から、そのような制約を受けない事業者以外の関係者も交えて意思決定支援を進めること

が望ましい。本人の家族や知人、成年後見人等の他、ピアサポーターや基幹相談支援セン

ターの相談員等が、本人に直接サービスを提供する立場とは別の第三者として意見を述べ

ることにより、様々な関係者が本人の立場に立ち、多様な視点から本人の意思決定支援を

進めることができる。 

６．成年後見人等の権限との関係 

  法的な権限を持つ成年後見人等には、法令により財産管理権とともに身上配慮義務が課

されている。一方、事業者が行う意思決定支援においても、自宅からグループホームや入

所施設等への住まいの場の選択や、入所施設からの地域移行等、成年後見人等が担う身上

配慮義務と重複する場面が含まれている。意思決定支援の結果と成年後見人等の身上配慮

義務に基づく方針が齟齬をきたさないよう、意思決定支援のプロセスに成年後見人等の参

画を促し、検討を進めることが望ましい。 

  なお、保佐人及び補助人並びに任意後見人についても、基本的な考え方としては、成年

後見人についてと同様に考えることが望まれる。 
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Ⅲ．各論 

１．意思決定支援の枠組み 

意思決定支援の枠組みは、意思決定支援責任者の配置、意思決定支援会議の開催、意思

決定の結果を反映したサービス等利用計画・個別支援計画（意思決定支援計画）の作成と

サービスの提供、モニタリングと評価・見直しの５つの要素から構成される。このように

して作成されたサービス等利用計画・個別支援計画（意思決定支援計画）に基づき、日頃

から本人の生活に関わる事業者の職員が、全ての生活場面の中で意思決定に配慮しながら

サービス提供を行うこととなる。

（１）意思決定支援責任者の役割

意思決定支援を適切に進めるため、事業者は意思決定支援責任者を配置することが望

ましい。意思決定支援責任者は、意思決定支援計画作成に中心的に関わり、意思決定支

援会議を企画・運営するなど、意思決定支援の枠組みを作る役割を担う。 

具体的には、意思決定支援責任者は、本人の希望するサービスを提供するためのサー

ビス等利用計画や個別支援計画を作成する前提として、意思決定支援を適切に進めるた

め、本人の意思の確認・推定や本人の最善の利益の検討の手順や方法について計画する。 

また、本人の意思決定支援に参考となる情報や記録を誰から収集するか、意思決定支

援会議の参加者の構成、意思を表出しやすい日時や場所の設定、絵カードの活用等本人

とのコミュニケーション手段の工夫等、意思決定支援を進める上で必要となる事項につ

いて検討する。 

さらに、意思決定支援責任者は、意思決定を必要とする事項について本人から直接話

しを聞いたり、日常生活の様子を観察したり、体験の機会を通じて本人の意思を確認し

たり、関係者から情報を収集したりすることを通じて、本人の意思及び選好、判断能力、

自己理解、心理的状況、これまでの生活史等本人の情報、人的・物理的環境等を適切に

アセスメントする。

上記のような役割を担う意思決定支援責任者については、相談支援専門員又はサービ

ス管理責任者とその役割が重複するものであり、これらの者が兼務することが考えられ

る。 

（２）意思決定支援会議の開催

意思決定支援会議は、本人参加の下で、アセスメントで得られた意思決定が必要な事

項に関する情報や意思決定支援会議の参加者が得ている情報を持ち寄り、本人の意思を

確認したり、意思及び選好を推定したり、最善の利益を検討する仕組みである。意思決

定支援会議は、本人の意思を事業者だけで検討するのではなく、家族や、成年後見人等

の他、必要に応じて関係者等の参加を得ることが望ましい。 

意思決定支援会議については、相談支援専門員が行う「サービス担当者会議」やサー

ビス管理責任者が行う「個別支援会議」と一体的に実施することが考えられる。 

また、障害者総合支援法第 89 条の３第１項に規定する協議会（（以下「協議会」とい
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う。）においては、地域の事業者における意思決定支援会議の開催状況等を把握し、取

組を促進することが望まれる。 

（３）意思決定が反映されたサービス等利用計画や個別支援計画（意思決定支援計画）の作

成とサービスの提供 

意思決定支援によって確認又は推定された本人の意思や、本人の最善の利益と判断さ

れた内容を反映したサービス等利用計画や個別支援計画（意思決定支援計画）を作成し、

本人の意思決定に基づくサービスの提供を行うことが重要である。 

体験を通じて本人が選択できたり、体験中の様子から本人の意思の推定が可能となっ

たりするような場合は、そのようなアセスメント方法を意思決定支援計画の中に位置付

けることも必要である。例えば、長期間、施設や病院に入所・入院しており、施設や病

院以外で生活したいと思っていても、何らかの理由でそれをあきらめて選択に消極的に

なっていたり、施設や病院以外で生活する経験がなくて選びようがなかったりしている

障害者に対し、必要に応じて地域移行支援の利用やグループホーム等の体験利用を通じ

て、実際の経験等を通じた意思決定支援を行うような場合が考えられる。 

（４）モニタリングと評価及び見直し

意思決定支援を反映したサービス提供の結果をモニタリングし、評価を適切に行い、

次の支援でさらに意思決定が促進されるよう見直すことが重要である。モニタリングと

評価及び見直しについては、意思決定の結果を反映したサービス等利用計画や個別支援

計画に基づくサービス提供を開始した後の本人の様子や生活の変化について把握する

とともに、その結果、本人の生活の満足度を高めたか等について評価を行うことが必要

である。それらのモニタリング及び評価の情報を記録に残すことで、次に意思決定支援

を行う際の有効な情報となり、見直しにつながる。 

意思決定支援は、Plan（計画）、Do（実行）、Check（評価）、Act（改善）で構成され

るいわゆるＰＤＣＡサイクルを繰り返すことによって、より丁寧に行うことができる。 

２．意思決定支援における意思疎通と合理的配慮 

意思決定支援を行うにあたっては、意思決定に必要だと考えられる情報を本人が十分理

解し、保持し、比較し、実際の決定に活用できるよう配慮をもって説明し、決定したこと

の結果起こり得ること等を含めた情報を可能な限り本人が理解できるよう、意思疎通にお

ける合理的配慮を行うことが重要である。 

本人との意思疎通を丁寧に行うことによって、本人と支援者とのコミュニケーションが

促進され、本人が意思を伝えようとする意欲が高まり、本人が意思決定を行いやすい状態

をつくることができる。 

３．意思決定支援の根拠となる記録の作成 
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意思決定支援を進めるためには、本人のこれまでの生活環境や生活史、家族関係、人間

関係、嗜好等の情報を把握しておくことが必要である。家族も含めた本人のこれまでの生

活の全体像を理解することは、本人の意思を推定するための手がかりとなる。 

また、本人の日常生活における意思表示の方法や表情、感情、行動から読み取れる意思

について記録・蓄積し、本人の意思を読み取ったり推定したりする際に根拠を持って行う

ことが重要である。本人が意思決定することが難しい場合でも、「このときのエピソード

には、障害者の意思を読み取る上で重要な『様子』が含まれている」という場合がある。

そういった、客観的に整理や説明ができないような「様子」を記録に残し、積み上げてい

くことは、障害者の意思決定を支援する上で重要な参考資料になる。 

また、意思決定支援の内容と結果における判断の根拠やそれに基づく支援を行った結果

がどうだったかについて記録しておくことが、今後の意思決定支援に役立つため、記録の

方法や内容について検討することが有用である。 

４．職員の知識・技術の向上 

職員の知識・技術等の向上は、意思決定支援の質の向上に直結するものであるため、意

思決定支援の意義や知識の理解及び技術等の向上への取組みを促進させることが重要で

ある。 

そのためには、ガイドラインを活用した研修を実施するとともに、意思決定支援に関す

る事例検討を積み重ねることが重要である。また、書籍による文献学習、内部の勉強会、

実地研修（ＯＪＴ）、外部研修の受講等、具体的な研修計画を立案し、進めることが効果

的である。 

５．関係者、関係機関との連携 

意思決定支援責任者は、事業者、家族や成年後見人等の他、関係者等と連携して意思決

定支援を進めることが重要である。 

  関係者等と連携した意思決定支援の枠組みの構築には、協議会を活用する等、地域にお

ける連携の仕組みづくりを行い、意思決定支援会議に関係者等が参加するための体制整備

を進めることが必要である。 

  意思決定支援の結果、社会資源の不足が明らかとなった場合等は、協議会で共有し、そ

の開発に向けた検討を行ったり、自治体の障害福祉計画に反映し、計画的な整備を進めた

りするなど、本人が自らの意思を反映した生活を送ることができるよう取り組みを進める

ことが求められる。 

６．本人と家族等に対する説明責任等 

本人と家族等に対して、意思決定支援計画、意思決定支援会議の内容についての丁寧な

説明を行う。また、苦情解決の手順等の重要事項についても説明する。事業者においては、

本人や家族等からの苦情について、迅速かつ適切に対応するために、苦情解決規程を定め

た上で苦情を受け付けるための窓口の設置や第三者委員の配置等の必要な措置を講じて
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いるところである。意思決定支援に関する苦情についても、苦情解決規程に従った対応を

行い、意思決定支援責任者は、苦情受付担当者、苦情解決責任者、第三者委員と協働して

対応に当たることが必要である。 

意思決定支援に関わった事業者、成年後見人等や関係者等は、職を辞した後も含めて、

業務上知り得た本人やその家族の秘密を保持しなければならない。 
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（図１）意思決定支援の流れ 

意思決定が必要な場面 

・サービスの選択 ・居住の場の選択 等

○ 本人の意思決定に関する情報の把握方法、意思決定支援会議の開催準備等

○ アセスメント

・本人の意思確認 ・日常生活の様子の観察 ・関係者からの情報収集

・本人の判断能力、自己理解、心理的状況等の把握

・本人の生活史等、人的・物理的環境等のアセスメント

・体験を通じた選択の検討 等

意思決定支援責任者の選任とアセスメント 

（相談支援専門員、サービス管理責任者兼務可） 

意思決定支援会議の開催 

（サービス担当者会議・個別支援会議と兼ねて開催可）

・本人 ・家族 ・成年後見人等 ・意思決定支援責任者 ・事業者 ・関係者等

による情報交換や本人の意思の推定、最善の利益の判断

・教育関係者 ・医療関係者 ・福祉事務所 ・市区町村の虐待対応窓口

・保健所等の行政関係機関 ・障害者就業・生活支援センター等の就労関係機関

・ピアサポーター等の障害当事者による支援者 ・本人の知人 等

 

支援から把握される表情や感情、行動等から読み取れる意思と選好等の記録 

意思決定の結果を反映したサービス等利用計画・個別支援計画 

（意思決定支援計画）の作成とサービスの提供、支援結果等の記録 

意
思
決
定
に
関
す
る
記
録
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク 

本人が自ら意思決定できるよう支援 

自ら意思決定することが困難な場合 
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Ⅳ．意思決定支援の具体例 

１．日中活動プログラムの選択に関する意思決定支援 

 重度の知的障害があり、言葉で意思を伝えることが難しい A さんが、生活介護事業所

を利用することになった。生活介護事業所のサービス管理責任者は、A さんの日中活動プ

ログラムをどのように考えたら良いか悩んでいた。そこで、A さんの日中活動を決めるた

めに、意思決定支援会議を開くことにした。意思決定支援会議には、A さんと家族、A さ

んをよく知る学校の先生、移動支援事業所の支援員、生活介護事業所の担当職員、A さん

を担当する相談支援専門員が参加し、サービス管理責任者が意思決定支援責任者となって

会議を進めることになった。

 意思決定支援責任者は、会議の参加者に A さんの日頃の様子から読み取ることができ

る意思や好み、それらを判断するための手がかり等の情報を報告してもらった。A さんは、

家族や顔見知りの人がいるため、安心しているように感じられた。家族からは、A さんが

祖母にかわいがられて育ち、祖母が得意だった饅頭作りをうれしそうに一緒にしていたこ

とや、沢山作った饅頭を近所に配ることにも付いていき、人から喜ばれるとうれしそうだ

ったこと等が話された。学校の先生からは、A さんは友だちと関わることが好きだったこ

とや、静かな音楽を好んで聴いていたこと、紙に絵の具で色を塗ることが好きで、机に向

かって集中して取り組んでいたが、ペットボトルキャップの分類のような作業的なことは

すぐに飽きてイスから立ち上がってしまったことが話された。移動支援事業所の支援員か

らは、A さんは森の中を散歩して、鳥のさえずりを聞くと耳を澄ましてうれしそうにして

いるが、人混み等雑音が多い場所は苦手なようで表情が険しくなったり、イライラした感

じになったりしてしまうことが話された。 

意思決定支援責任者は、これらの情報を整理し、日中活動のプログラムを検討した。そ

の結果、まずは A さんにとって生活介護事業所が居心地の良い場所であることを知っても

らうため、A さんの日中活動を、静かな音楽が流れる部屋でパンやクッキー、饅頭を作る

活動や、紙と絵の具でペインティングする活動、森の中の散歩道を鳥のさえずりを聞きな

がら数人で歩く活動等から始めることとし、また、そうした日中活動の中での A さんの表

情に注目し、A さんの意思表示の手がかりを記録に残し、今後の意思決定支援のための情

報を蓄積することとなり、意思決定支援計画と個別支援計画を一体的に作成した。また、

これらの取組を行ってから 3 ヶ月後に、見直しのための会議を開くこととした。 

２．施設での生活を継続するかどうかの意思決定支援 

施設入所支援を利用して 15 年になる B さんは、知的障害と自閉症があり、言葉による

コミュニケーションが難しい状態であった。また、家族が亡くなり、成年後見人が選任さ

れていた。担当の相談支援専門員は、継続サービス利用支援によるモニタリングで、今後

も引き続き施設入所支援を利用するのか、グループホーム等に生活の場を移行するのか、

B さんの意思決定支援が必要であると考えていた。 

 そこで、担当の相談支援専門員が意思決定支援責任者となり、B さんと成年後見人、施

設入所支援のサービス管理責任者と B さんの担当職員、グループホームのサービス管理
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責任者の参加により、B さんの意思決定支援会議を開くこととなった。B さんは、いつも

のスケジュールとは違う会議への参加となり、落ち着きがなく不安そうにしていた。その

様子を見ていた成年後見人は、B さんが施設に慣れて落ち着いた生活を送れているのに、

生活の場を変えることで B さんが不安定な状態にならないか不安であると話した。意思

決定支援責任者が、自宅での B さんの様子について成年後見人に尋ねると、帰省した時

は、自分でお湯を沸かしてカップラーメンを作って食べていること等が話された。施設入

所支援のサービス管理責任者と担当職員はその話を聞いて、施設では自分でお湯を沸かし

たり、カップラーメンを作って食べたりする場面がなかったため、施設の環境が B さん

の本来できることを狭めてしまっているのではないか、B さんにとってよりよい生活の場

について考えることが必要ではないかと思った、と話した。 

B さんは、目の前にある洋服や食べ物の中から自分が気に入った物を選んだり、絵カー

ドや写真カードを見て、その日に行う活動を選んだりはできるが、経験したことがないグ

ループホームの生活と今の施設の生活を比べて選ぶことは難しかった。そこで、グループ

ホームのサービス管理責任者は、空き部屋のあるグループホームがあるので、体験利用を

してみて、その様子から B さんの意思を確認してはどうかと提案した。成年後見人も、「体

験してみた結果が B さんのためになるなら」という意見であった。

意思決定支援責任者である相談支援専門員は、意思決定支援会議の結果を踏まえてサー

ビス等利用計画を変更し、地域移行支援に基づくグループホームの体験利用を行う内容に

見直した。また、1 ヶ月後に再度意思決定支援会議を開き、B さんの体験利用の様子を共

有し、B さんが今後の生活の場について施設の利用を継続したいのか、グループホームで

生活したいのかについて確認することになった。B さんがグループホームで混乱しないよ

うに、施設で使っていた絵カードやスケジュールをグループホームでも使うことにした。

人数の少ないグループホームの環境は、B さんにとって落ち着けるようだった。近くのコ

ンビニエンス・ストアに買い物に行ったり、カップラーメンを作ったり、冷凍食品を電子

レンジで温めて食べたりと、B さんは生活を主体的に広げていった。

1 ヶ月後に、意思決定支援会議が開かれ、グループホームでの体験利用の様子が報告さ

れた。その内容から、B さんの意思がどこにあるのか、成年後見人も含めた誰にとっても

明らかであった。 

３．精神科病院からの退院に関する意思決定支援 

 65 才の女性 C さんは統合失調症で、引きこもりがちで軽度の知的障害がある 32 才の

息子 D さんと二人暮らしをしていた。自宅は持ち家で、C さんの老齢年金と遺族年金で

生計を立てていたが、生活は苦しかった。C さんは、数年前に交通事故に遭ってから家事

が難しくなり、D さんが買い物や掃除、洗濯、調理を行っていた。ところが、1 年前に D

さんが家出をしてから不穏になり、近隣宅に上がり込む等の行為が度々起こるようになり、

医療保護入院となった。家出していた D さんは、C さんが入院した後、自宅に戻ってき

た。D さんの家出の原因は、病状が不安定な C さんの面倒をみることに疲れてしまった

ためであったが、C さんが退院した後は、一緒に生活することを希望していた。 
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C さんは、入院して 3 か月で病状が安定した。しかし、自発的な意思の表明が乏しく、

意欲の低下もあり「もう自宅へは帰れない」と退院をあきらめてしまっているようだった。 

病院のソーシャルワーカーが「退院後生活環境相談員1」となり、熱心に退院に向けた

働きかけを行ったが、C さんは黙り込んでしまうだけだった。退院支援委員会は、入院中

の障害者や家族からの相談に応じ、必要な情報提供等を行う地域援助事業者として、委託

相談支援事業所に参加してもらうことにした。 

委託相談支援事業所の相談員は、地域移行支援の利用を念頭に、意思決定支援責任者と

して意思決定支援会議を開いた。参加者は、病院の主治医と退院後生活環境相談員、病棟

受け持ち看護師、役所の障害福祉担当職員、保健所の保健師、息子の D さんであった。C

さんは、参加したくないとのことだった。 

役所の障害福祉担当職員と D さんによれば、C さんは、一家を支えるしっかり者だった

が、発病後、金銭をだまし取られる等の苦労をしてから不安が強くなり、同じことの確認

を何回もすることもあったが、丁寧な説明があれば理解できる力をもっていること、入院

前には、服薬の中断や減薬により怒りやすく命令口調となり、近隣住民への被害妄想もあ

ったことが話された。病院の主治医と退院後生活環境相談員からは、入院中の C さんは、

陰性症状のため自発的な意思の表明が乏しく、人に対する警戒心もあってほとんど話しを

することがないという状況が報告された。意思決定支援会議では、C さんが「もう自宅へ

は帰れない」と言った背景を理解し、C さんの意思を確認する手がかりを得るために、意

思決定支援責任者である相談員が C さんを伴って自宅に行ってみることになった。 

自宅は老朽化が進んでおり、D さんが家出をしていた 1 年間でゴミ屋敷のような状態に

なっていた。自宅に戻った D さんも交えて、C さんの話しを聴いた。C さんは、家事全般

をしてくれていた D さんが家出をしたことはショックだったこと等を話し始めた。C さん

は、趣味だった手芸品や書道作品、賞状等を見せてくれた。昔の写真には、流行の服を着

て笑顔でポーズをとる姿が写っていた。実家は立派な透かし彫りの小壁がある自慢の家だ

ったという。C さんは、自宅に帰りたい気持ちはあるが建物が老朽化してゴミ屋敷の状態

であり、入院生活での足腰の筋力の低下により自宅の和式トイレを使うことができないた

め生活できないと考えていたこと、引っ越すとしても、お金をだまし取られたため資金が

ないこと、生活費が苦しいこと等問題が山積みで、「もう自宅へは帰れない」とあきらめ

ていたと話した。 

相談員は、C さんの所得状況だと生活保護の申請ができること、そのための手続やアパ

ート探しの仕方等をわかりやすく説明し、自宅以外の暮らしもできることを丁寧に伝えた。

息子の D さんは、それにできる限り協力することを C さんに伝えた。 

相談員は、再度意思決定支援会議を開いた。今回は C さんも参加し、生活保護を受け 

てアパートを借り、息子と生活したいという意思を伝えることができた。C さんは、退院

後も、日常生活の様々な場面で意思決定支援を受けながら、本人らしい生活を送っている。 

1 精神保健福祉法では、病院は個々の医療保護入院者が早期に退院できるよう支援するための取組において中心的役割を果たす退院後生

活環境相談員を選任することが義務づけられています。退院後生活環境相談員になれるのは、精神保健福祉士、保健師等であって、精神

障害者に関する業務の経験がある方、もしくは上記職種以外であって厚生労働大臣が定める研修を修了した方です。 
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れ
し
そ
う
に
手
伝
っ
た
り
、
祖
母
と
一
緒
に
近
所
に
配
っ
て
歩
い
た
り
し
ま
し
た
。
そ
の
と
き
に
人
か
ら
喜
ん
で
も
ら
え
る
と
A
さ
ん
も
と
て

　
も
う
れ
し
そ
う
な
表
情
を
見
せ
て
い
た
そ
う
で
す
。

○
学
校
は
小
学
校
か
ら
特
別
支
援
学
校
に
通
い
ま
し
た
。
学
校
で
は
友
人
と
関
わ
る
こ
と
が
好
き
で
、
い
つ
も
仲
間
と
一
緒
に
過
ご
し
て
い
ま
し
た
。
で
も

た
く
さ
ん
の
人
で
行
動
に
集
ま
っ
た
り
、
運
動
会
な
ど
で
大
き
な
音
が
す
る
場
面
な
ど
で
は
少
し
い
ら
い
ら
す
る
様
子
が
見
ら
れ
ま
し
た
。

○
言
葉
で
は
意
思
を
伝
え
る
こ
と
が
難
し
い
A
さ
ん
で
し
た
が
好
き
な
物
に
は
自
ら
積
極
的
に
取
り
組
む
姿
や
、
豊
か
な
表
情
で
周
囲
に
気
持
ち
を
伝
え

る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

○
休
日
は
家
族
と
一
緒
に
出
か
け
る
こ
と
も
あ
り
ま
し
た
が
、
お
父
さ
ん
と
お
母
さ
ん
が
自
営
業
を
さ
れ
て
い
た
こ
と
も
あ
り
、
A
さ
ん
の
お
出
か
け
を
し
た
い

と
い
う
気
持
ち
に
応
え
ら
れ
な
い
日
も
多
く
な
っ
て
き
た
こ
と
か
ら
移
動
支
援
を
利
用
し
て
、
ヘ
ル
パ
ー
と
出
か
け
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

○
特
別
支
援
学
校
卒
業
後
の
進
路
は
、
就
労
継
続
支
援
B
型
事
業
所
や
生
活
介
護
事
業
所
な
ど
3
回
の
実
習
を
重
ね
た
結
果
、
生
活
介
護
事
業
所
を

利
用
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

父
母

姉
Ａ
さ
ん

祖
母

（参考）Ａさんの意思決定支援のためのアセスメント表 
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作
成
年
月
日

年
月

平
成

年
月

日
利
用
者
名

A
印

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
（
意
思
決
定
支
援
責
任
者
）

B
印

－

友
だ
ち
と
関
わ
る
こ
と
が
好
き
。

森
の
中
を
散
歩
し
て
、
鳥
の
さ
え

ず
り
を
聞
く
と
う
れ
し
い
。

友
だ
ち
と
一
緒
に
、
鳥
の
さ
え
ず
り

を
聞
き
な
が
ら
森
の
中
を
散
歩
す

る
。

・
事
業
所
近
く
の
森
林
公
園
内
を
散
歩
す
る

・
一
緒
に
散
歩
が
楽
し
め
る
友
だ
ち
を
み
つ
け
る

月
・
水
・
金
　
　
P
M
活
動
時
・
３
ヶ
月

生
活
介
護
事
業
所

C
グ
ル
ー
プ
　
散
歩
活
動
担
当
F

－

活
動
が
A
さ
ん
の
意
思
を
反
映
し

て
い
る
か
、
検
討
す
る
と
と
も
に
、

支
援
開
始
後
の
様
子
か
ら
、
Ａ
さ

ん
の
意
思
に
つ
い
て
新
た
に
気
づ

い
た
こ
と
が
な
い
か
情
報
を
共
有

す
る
。

意
思
決
定
支
援
会
議
を
開
き
、
生

活
介
護
利
用
後
の
Ａ
さ
ん
の
様
子

に
つ
い
て
関
係
者
で
情
報
交
換

し
、
共
有
す
る
と
と
も
に
、
A
さ
ん
の

意
思
の
推
定
を
進
め
、
活
動
内
容

を
見
直
す
。

・
生
活
介
護
事
業
所
や
自
宅
、
移
動
支
援
事
業
利
用
中

等
に
お
け
る
A
さ
ん
の
様
子
を
記
録
に
基
づ
き
共
有
す

る
。

・
共
有
し
た
情
報
に
基
づ
き
、
意
思
決
定
支
援
計
画
・
個

別
支
援
計
画
を
見
直
す
。

・
Ａ
さ
ん
と
家
族

・
生
活
介
護
事
業
所
Ｃ
グ
ル
ー
プ
担
当
者

・
相
談
支
援
専
門
員

・
移
動
支
援
事
業
所

・
意
思
決
定
支
援
責
任
者
（
サ
ー
ビ
ス
管
理
責

任
者
）

生
活
介
護
事
業
所

C
グ
ル
ー
プ
　
各
活
動
担
当
者

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者

意
思
決
定
支
援
が
必
要
な
項
目

意
思
決
定
支
援
会
議
参
加
者

サ
ー
ビ
ス
提
供
機
関
（
提
供
者
・
担
当
者
等
）

目
的

内
容

静
か
な
音
楽
を
聞
い
た
り
、
紙
に

絵
の
具
を
塗
る
な
ど
、
創
作
的
な

活
動
が
好
き
。

静
か
な
音
楽
が
流
れ
る
部
屋
で
、

紙
に
絵
の
具
を
塗
る
な
ど
、
創
作

活
動
を
行
う
。

・
紙
に
絵
の
具
を
塗
り
や
す
い
よ
う
に
、
素
材
や
道
具
を

工
夫
す
る

・
部
屋
に
鈴
か
な
音
楽
を
流
す

・
絵
の
具
以
外
の
創
作
活
動
も
試
し
て
み
る

□
支
援
開
始
後
の
見
直
し
の
た
め
の
観
点

□
支
援
目
標
及
び
支
援
計
画
等

生
活
介
護
事
業
所

C
グ
ル
ー
プ
　
創
作
活
動
担
当
E

－－

推
定
さ
れ
る
本
人
の
意
思

か
わ
い
が
っ
て
く
れ
る
祖
母
の
よ

う
な
人
と
一
緒
に
饅
頭
な
ど
を
つ
く

る
こ
と
が
好
き
。

作
っ
た
饅
頭
な
ど
を
配
り
、
人
か
ら

喜
ば
れ
る
こ
と
が
う
れ
し
い

Ａ
さ
ん
が
安
心
で
き
る
ス
タ
ッ
フ
と

お
菓
子
作
り
を
行
い
、
で
き
た
お

菓
子
を
配
り
る
こ
と
を
通
じ
て
人
と

関
わ
る
機
会
を
つ
く
る
。

・
Ａ
さ
ん
が
安
心
で
き
る
ス
タ
ッ
フ
と
お
菓
子
作
り
の
活
動

に
参
加
す
る

・
本
人
が
作
業
に
取
り
組
み
や
す
い
よ
う
に
行
程
や
補
助

具
な
ど
に
工
夫
す
る

・
必
要
に
応
じ
て
指
示
や
介
助
を
行
う

・
騒
が
し
く
な
ら
な
い
よ
う
に
配
慮
す
る

月
・
水
・
金
　
A
M
活
動
時
・
３
ヶ
月

生
活
介
護
事
業
所

C
グ
ル
ー
プ
　
調
理
活
動
担
当
D

支
援
内
容

具
体
的
取
組

（
内
容
・
留
意
点
等
）

支
援
期
間

（
頻
度
・
時
間
・
期
間
等
）

優
先

順
位

火
・
木
　
A
M
活
動
時
・
３
ヶ
月

サ
ー
ビ
ス
提
供
機
関

（
提
供
者
・
担
当
者
等
）

短
期
目
標
（
内
容
、
期
間
等
）

（
参
考
）
　
意
思
決
定
支
援
を
反
映
し
た
個
別
支
援
計
画
（
意
思
決
定
支
援
計
画
）
の
作
成
例

利
用
者
名

A

本
人
（
家
族
）
の
希
望

長
期
目
標
（
内
容
、
期
間
等
）

お
菓
子
な
ど
を
作
っ
た
り
そ
れ
を
あ
げ
た
り
す
る
こ
と
で
、
い
ろ
ん
な
人
に
喜
ん
で
も
ら
え
る
と
う
れ
し
い

絵
を
描
い
た
り
、
静
か
な
音
楽
を
聴
い
た
り
、
静
か
な
場
所
で
過
ご
す
こ
と
が
好
き
、
騒
が
し
い
場
所
は
嫌
い

A
さ
ん
が
日
中
活
動
を
も
っ
と
楽
し
め
た
り
、
新
た
な
楽
し
み
を
見
つ
け
ら
れ
る
。
（
６
ヶ
月
）

A
さ
ん
に
と
っ
て
生
活
介
護
事
業
所
が
居
心
地
の
良
い
場
所
に
な
る
（
３
ヶ
月
）

（参考）Ａさんの意思決定支援を反映した個別支援計画（意思決定支援計画）の作成例 
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＜
意
思
決
定
支
援
が
必
要
な
項
目
＞

＜
こ
れ
ま
で
の
生
活
史
＞

意
思
決
定
支
援
会
議
の
ま
と
め

意
思
決
定
支
援
の
た
め
の
ア
セ
ス
メ
ン
ト
表

B
さ
ん
が
こ
れ
か
ら
ど
の
よ
う
な
場
所
で
ど
の
よ
う
な
生
活
を
し
て
い
き
た
い
の
か
？

○
B
さ
ん
は
会
社
員
の
お
父
さ
ん
（
当
時
３
５
歳
）
と
専
業
主
婦
の
お
母
さ
ん
（
当
時
３
０
歳
）
と
の
間
に
昭
和
○
年
に
生
ま
れ
ま
し
た
。
ま
た
、
B
さ
ん
に
は
５
歳
年
下
の
弟
が
い
ま
す
。
特
に
重
い
病
気
に

か
か
る
こ
と
な
く
育
ち
ま
し
た
が
、
２
歳
に
な
っ
て
も
言
葉
を
話
し
ま
せ
ん
で
し
た
。
そ
し
て
３
歳
児
健
診
で
知
的
な
発
達
に
障
害
が
あ
る
こ
と
、
自
閉
症
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
り
ま
し
た
。
そ
の
後
、
B
さ
ん

は
お
母
さ
ん
と
一
緒
に
地
域
の
障
害
児
通
園
施
設
に
通
っ
て
、
言
葉
を
出
や
す
く
す
る
よ
う
な
療
育
活
動
に
参
加
し
た
り
し
ま
し
た
が
、
自
分
の
や
り
た
い
こ
と
が
で
き
な
か
っ
た
り
す
る
と
き
に
パ
ニ
ッ

ク
に
な
っ
て
大
き
な
声
を
だ
し
た
り
、
周
囲
の
人
に
噛
み
つ
い
て
し
ま
っ
た
り
す
る
こ
と
が
増
え
て
い
き
ま
し
た
。
そ
の
後
、
小
学
生
に
な
り
ま
し
た
が
、
地
域
の
学
校
で
は
な
く
特
別
支
援
学
校
に
バ
ス

に
乗
っ
て
通
う
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
特
別
支
援
学
校
で
も
次
に
す
る
こ
と
が
よ
く
わ
か
ら
な
か
っ
た
り
、
自
分
の
し
た
い
こ
と
が
で
き
な
い
と
き
に
は
よ
く
パ
ニ
ッ
ク
に
な
っ
て
い
ま
し
た
。
そ
の
時
は
先
生

と
一
緒
に
校
庭
を
散
歩
す
る
と
気
持
ち
が
落
ち
着
き
ま
し
た
。
学
校
で
は
先
生
が
工
夫
し
て
次
の
行
動
が
わ
か
り
や
す
い
よ
う
に
絵
な
ど
で
説
明
し
て
く
れ
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
そ
れ
で
、
次
に
何
を

す
れ
ば
い
い
の
か
が
少
し
ず
つ
分
か
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。
パ
ニ
ッ
ク
に
な
る
こ
と
も
少
し
づ
つ
減
っ
て
き
ま
し
た
。
中
学
校
と
高
校
も
特
別
支
援
学
校
に
通
い
ま
し
た
。
小
さ
い
頃
か
ら
身
の
回
り
の
こ

と
は
お
母
さ
ん
が
手
伝
っ
て
く
れ
ま
し
た
。
服
な
ど
は
お
母
さ
ん
が
表
裏
が
わ
か
り
や
す
い
よ
う
に
お
い
て
く
れ
る
の
で
、
間
違
え
な
い
よ
う
に
着
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。
食
事
な
ど
は
す
べ
て
お
母
さ
ん

が
準
備
し
て
く
れ
ま
し
た
が
、
中
学
生
ぐ
ら
い
に
な
る
と
好
き
な
カ
ッ
プ
ラ
ー
メ
ン
は
自
分
で
お
湯
を
沸
か
し
て
作
る
こ
と
も
あ
り
ま
し
た
。
休
み
の
日
は
お
父
さ
ん
が
ド
ラ
イ
ブ
に
連
れ
て
行
っ
て
く
れ
た

り
、
デ
パ
ー
ト
に
買
い
物
に
行
っ
た
り
し
ま
し
た
。
で
も
大
き
な
音
が
し
た
り
、
人
が
多
す
ぎ
る
と
パ
ニ
ッ
ク
に
な
る
こ
と
が
あ
っ
た
の
で
、
ド
ラ
イ
ブ
に
行
く
こ
と
が
だ
ん
だ
ん
多
く
な
り
ま
し
た
。
ド
ラ
イ
ブ
も
い

つ
も
同
じ
コ
ー
ス
で
な
い
と
不
安
に
な
り
ま
し
た
。
ド
ラ
イ
ブ
の
途
中
で
コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア
に
よ
っ
て
好
き
な
お
菓
子
を
買
う
の
が
楽
し
み
で
し
た
。
B
さ
ん
が
１
８
歳
に
な
っ
た
時
お
父
さ
ん
が
病
気

で
亡
く
な
り
ま
し
た
。
そ
の
た
め
、
お
母
さ
ん
が
働
か
な
く
て
は
な
ら
な
く
な
り
ま
し
た
。
B
さ
ん
は
特
別
支
援
学
校
の
高
等
部
を
卒
業
す
る
時
、
お
母
さ
ん
の
介
護
負
担
を
心
配
し
た
進
路
指
導
の
先
生

か
ら
入
所
施
設
利
用
を
勧
め
ら
れ
ま
し
た
。
お
母
さ
ん
は
な
ん
と
か
B
さ
ん
と
一
緒
に
暮
ら
せ
る
よ
う
に
色
々
と
考
え
ま
し
た
が
、
年
少
の
弟
の
世
話
や
仕
事
を
し
な
が
ら
私
の
身
の
回
り
の
世
話
ま
で

で
き
な
い
の
で
、
B
さ
ん
は
入
所
施
設
を
利
用
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

＜
関
係
者
か
ら
の
情
報
＞

○
日
常
的
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が
変
わ
る
と
落
ち
着
き
が
な
く
不
安
そ
う
に
し
て
い
た
。
（
家
族
）

○
自
宅
で
は
自
分
で
お
湯
を
沸
か
し
て
カ
ッ
プ
ラ
ー
メ
ン
を
作
っ
て
食
べ
る
事
が
あ
る
。
（
家
族
）

○
施
設
で
は
自
分
で
お
湯
を
沸
か
し
た
り
カ
ッ
プ
ラ
ー
メ
ン
を
作
る
場
面
が
な
か
っ
た
。
（
入
所
施

設
職
員
）

○
目
の
前
に
あ
る
洋
服
や
食
べ
物
の
中
か
ら
自
分
が
気
に
入
っ
た
物
を
選
ん
だ
り
、
絵
カ
ー
ド

や
写
真
カ
ー
ド
を
見
て
、
そ
の
日
に
行
う
活
動
を
選
べ
る
。
（
入
所
施
設
職
員
）

＜
推
定
さ
れ
る
本
人
意
思
＞

○
生
活
場
面
が
変
わ
る
と
不
安
定
な
状
態
に
な
る
恐
れ
が
あ
る
の
で
、
こ
の
ま
ま
の
生
活
を
続
け

た
い
の
で
は
な
い
か
。

○
自
分
で
食
べ
た
い
も
の
を
調
理
し
て
作
れ
る
よ
う
な
暮
ら
し
が
し
た
い
の
で
は
な
い
か
。

○
今
は
入
所
施
設
で
の
生
活
し
か
経
験
が
な
い
の
で
、
他
に
ど
の
よ
う
な
暮
ら
し
が
あ
る
か
知
ら
な

い
の
で
決
め
ら
れ
な
い
の
で
は
な
い
か
。

（参考）Ｂさんの意思決定支援のためのアセスメント表 
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利
用
者
氏
名
（
児
童
氏
名
）

障
害
程
度
区
分

相
談
支
援
事
業
者
名

利
用
者
負
担
上
限
額

地
域
相
談
支
援
受
給
者
証
番
号

通
所
受
給
者
証
番
号

計
画
作
成
日

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
期
間
（
開
始
年
月
）

利
用
者
同
意
署
名
欄

総
合
的
な
援
助
の
方
針

1

□
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
内
容

1 2 3

平
成

年
月

日
利
用
者
名

Ｂ
印

サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
（
意
思
決
定
支
援
責
任
者
）

D
印

福
祉
サ
ー
ビ
ス
等

種
類
・
内
容
・
量
（
頻
度
・
時
間
）

提
供
事
業
者
名

（
担
当
者
名
・
電
話
）

共
同
生
活
援
助
（
体
験
利
用
）
　
3
0
日

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
○
○

体
験
利
用
を
通
じ
て
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生
活
を
経

験
し
、
今
の
施
設
で
の
生
活
と
比
べ
て
ど
ち
ら
で
生
活

す
る
こ
と
が
本
人
の
意
思
な
の
か
決
め
る
こ
と
が
で
き

る
。

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
を
体
験
利
用
し
、
よ
り

自
由
を
広
げ
て
生
活
で
き
る
か
試
し
て

み
る
。
そ
の
結
果
、
今
の
施
設
で
の
生

活
と
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生
活
を
比
べ

て
、
生
活
の
場
と
し
て
ど
ち
ら
が
良
い
か

意
思
を
表
明
で
き
る
。

支
援
担
当
者
（
機
関
）

①
相
談
支
援
専
門
員
、
サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者

（
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
）

②
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
サ
ー
ビ
ス
管
理
責
任
者
、

生
活
支
援
員

③
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生
活
支
援
員

④
本
人
、
成
年
後
見
人
、
相
談
支
援
専
門
員

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
関
係
者
、
施
設
関
係
者

1
ヶ
月
後

生
活
の
中
で
の
本
人
の
様
子
、
特
に
表
情
な

ど
に
つ
い
て
詳
細
に
記
録
し
、
本
人
の
生
活

の
場
へ
の
希
望
を
確
認
す
る
。

施
設
で
使
っ
て
い
る
絵
カ
ー
ド
や
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
を
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
で
も
使
い
、
混
乱
し
な

い
よ
う
配
慮
す
る
。

そ
の
他
留
意
事
項

評
価

時
期

今
の
施
設
で
の
生
活
を
変
え
る
こ
と
で
、
落
ち
着
き
が
な
く

不
安
定
に
な
っ
て
し
ま
う
か
も
し
れ
な
い
の
で
、
生
活
の
場

を
変
え
た
く
な
い
の
で
は
な
い
か
と
思
う
一
方
、
自
分
で
で

き
る
事
を
し
な
が
ら
、
よ
り
自
由
を
広
げ
た
生
活
を
し
た
い
と

い
う
思
い
も
あ
る
の
で
は
な
い
か
。
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生

活
を
実
際
に
経
験
し
て
み
る
こ
と
で
、
施
設
の
生
活
と
比
べ

て
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
か
。

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
を
体
験
利
用
し
、
よ
り

自
由
を
広
げ
て
生
活
で
き
る
か
試
し
て

み
る
。
そ
の
結
果
、
今
の
施
設
で
の
生

活
と
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生
活
を
比
べ

て
、
生
活
の
場
と
し
て
ど
ち
ら
が
良
い
か

本
人
が
何
ら
か
の
形
で
意
思
を
表
明
で

き
る
。

体
験
利
用
を
通
じ
て
、
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム

の
生
活
を
経
験
し
、
今
の
施
設
で
の
生

活
と
比
べ
て
ど
ち
ら
で
生
活
す
る
こ
と
が

本
人
の
意
思
な
の
か
決
め
る
こ
と
が
で

き
る
よ
う
意
思
決
定
支
援
を
行
う
。

1
ヶ
月
後

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
を
体
験
利
用
し
、
よ
り
自
由

を
広
げ
て
生
活
で
き
る
か
試
し
て
み
る
。
そ

の
結
果
、
今
の
施
設
で
の
生
活
と
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
の
生
活
を
比
べ
て
、
生
活
の
場
と
し

て
ど
ち
ら
が
良
い
か
意
思
を
表
明
で
き
る
。

（
参
考
）
意
思
決
定
支
援
を
反
映
し
た
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
（
意
思
決
定
支
援
計
画
）
の
作
成
例

Ｂ
４

Ｃ

○
○
○
○
○
○
○
○

優
先

順
位

解
決
す
べ
き
課
題

（
本
人
の
ニ
ー
ズ
）

支
援
目
標

達
成

時
期

課
題
解
決
の
た
め
の

本
人
の
役
割

到
達
目
標

○
年
○
月
○
日

１
ヶ
月

Ｂ

□
意
思
決
定
支
援
内
容

意
思
決
定
支
援
が
必
要
な
項
目

支
援
内
容

①
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
体
験
利
用
に
つ
い
て
B
さ
ん
に
分
か
り

や
す
い
方
法
で
説
明
す
る
。

②
施
設
で
使
っ
て
い
る
絵
カ
ー
ド
や
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
を
グ
ル
ー
プ

ホ
ー
ム
で
も
使
い
、
混
乱
し
な
い
よ
う
配
慮
す
る
。

③
体
験
時
の
様
子
に
つ
い
て
記
録
す
る
。

④
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
体
験
利
用
修
了
後
、
意
思
決
定
支
援
会

議
を
開
催
し
て
本
人
の
意
思
に
つ
い
て
確
認
す
る
。

本
人
の
役
割

０
Ｄ

利
用
者
の
生
活
に
対
す
る
意
向

慣
れ
て
落
ち
着
い
た
今
の
施
設
で
の
生
活
の
場
を
変
え
る
こ
と
で
、
落
ち
着
き
が
な
く
不
安
定
に
な
っ
て
し
ま
う
か
も
し
れ
な
い
の
で
、
生
活
の
場
を
変
え
た
く
な
い
と
思
う
一
方
、
自
分
で
お
湯
を
沸
か
し
て
カ
ッ
プ
ラ
ー
メ
ン
を
食
べ
た
り
な
ど
、
自
分
で

で
き
る
事
を
し
な
が
ら
、
よ
り
自
由
を
広
げ
て
生
活
し
た
い
と
い
う
思
い
も
あ
る
。
目
の
前
に
あ
る
洋
服
や
食
べ
物
の
中
か
ら
気
に
入
っ
た
物
を
選
ん
だ
り
、
絵
カ
ー
ド
や
写
真
カ
ー
ド
を
見
て
、
そ
の
日
に
行
う
活
動
を
選
ん
だ
り
で
き
る
の
で
、
経
験
し
た

こ
と
が
な
い
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
生
活
も
実
際
に
経
験
し
て
み
る
こ
と
で
、
施
設
の
生
活
と
比
べ
て
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る
の
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

計
画
作
成
担
当
者

意
思
決
定
支
援
責
任
者

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
受
給
者
証
番
号

グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
体
験
利
用
に
よ
り
、
本
人
が
今
の
施
設
で
の
生
活
と
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
で
の
生
活
を
比
べ
て
、
体
験
的
に
選
ぶ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
意
思
決
定
を
支
援
す
る
。

（参考）Ｂさんの意思決定支援を反映したサービス等利用計画（意思決定支援計画） 

の作成例 
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計
画
相
談
支
援
関
連
デ
ー
タ
（
都
道
府
県
別
：
実
績
）

1

↑
同
月
の
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
・地
域
相
談
支
援
の
利
用
者
の
う
ち
既
に
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
を
作
成
し
て
い
る
も
の
の
割
合

↑
同
月
の
障
害
児
通
所
支
援
の
利
用
者
の
う
ち
既
に
障
害
児
支
援
利
用
計
画
を
作
成
し
て
い
る
も
の
の
割
合

厚
生
労
働
省
作
成
資
料
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都道府県名 神奈川県

bのうち
セルフプラン

dのうち
セルフプラン

（合計） 52,053 50,495 24,438 97.0% 19,448 19,448 10,300 100.0%

1 横浜市 20,907 20,100 14,261 96.1% 7,386 7,386 5,619 100.0%

2 川崎市 6,732 6,254 3,161 92.9% 2,906 2,906 904 100.0%

3 相模原市 4,857 4,800 1,532 98.8% 1,938 1,938 813 100.0%

4 横須賀市 2,403 2,400 840 99.9% 626 626 184 100.0%

5 平塚市 1,762 1,754 488 99.5% 611 611 17 100.0%

6 鎌倉市 990 986 32 99.6% 256 256 2 100.0%

7 藤沢市 2,810 2,759 1,585 98.2% 986 986 796 100.0%

8 小田原市 1,358 1,328 132 97.8% 459 459 219 100.0%

9 茅ヶ崎市 1,204 1,132 525 94.0% 473 473 234 100.0%

10 逗子市 356 355 0 99.7% 105 105 0 100.0%

11 三浦市 301 301 36 100.0% 49 49 0 100.0%

12 秦野市 1,100 1,100 232 100.0% 376 376 193 100.0%

13 厚木市 1,277 1,277 638 100.0% 549 549 470 100.0%

14 大和市 1,202 1,188 63 98.8% 884 884 0 100.0%

15 伊勢原市 727 727 2 100.0% 348 348 5 100.0%

16 海老名市 755 755 313 100.0% 422 422 411 100.0%

17 座間市 729 723 100 99.2% 299 299 149 100.0%

18 南足柄市 248 245 18 98.8% 104 104 6 100.0%

19 綾瀬市 443 443 101 100.0% 150 150 89 100.0%

20 葉山町 152 150 0 98.7% 35 35 9 100.0%

21 寒川町 288 288 100 100.0% 98 98 53 100.0%

22 大磯町 164 164 0 100.0% 51 51 0 100.0%

23 二宮町 166 166 6 100.0% 49 49 2 100.0%

24 中井町 77 77 21 100.0% 18 18 7 100.0%

25 大井町 95 95 17 100.0% 37 37 5 100.0%

26 松田町 91 89 0 97.8% 17 17 0 100.0%

27 山北町 102 102 19 100.0% 15 15 1 100.0%

28 開成町 100 97 16 97.0% 50 50 22 100.0%

29 箱根町 79 79 4 100.0% 8 8 0 100.0%

30 真鶴町 68 65 0 95.6% 12 12 0 100.0%

31 湯河原町 189 189 3 100.0% 42 42 3 100.0%

32 愛川町 297 283 186 95.3% 87 87 87 100.0%

33 清川村 24 24 7 100.0% 2 2 0 100.0%

平成29年6月までの計画相談実績

№ 市区町村名

障害者総合支援法分 児童福祉法分

計画作成
済み人数
b　(※２)

障害福祉
サービス等
受給者数
a　 (※１)

計画作成
済み人数
d　(※４)

障害児通所
支援受給者数

c　(※３)

※１　平成29年6月末の障害福祉サービス又は地域相談支援の受給者数（なければ直近の数字）
※２　平成29年6月末時点での「サービス等利用計画案」作成者数（市町村に「サービス等利用計画案」が提出された実績数。
　　　介護保険法のケアプランにより支給要否決定を行っている者についても作成済人数に含む。）
※３　平成29年6月末の障害児通所支援の受給者数（なければ直近の数字）
※４　平成29年6月末時点での「障害児支援利用計画案」作成者数（市町村に「障害児支援利用計画案」が提出された実績数）
      なお、障害福祉サービスと障害児通所支援の両方を利用している場合は、それぞれに計上すること。

達成率
d/c (%)

達成率
b/a (%)

（別紙１）
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神
奈
川
県
障
害
者
施
策
審
議
会
と
の
連
動

・
抽
出
し
た
地
域
課
題
等
の
報
告
、
解
決
に
向
け
た
具
体
策
等
の
提
示

・
障
害
福
祉
計
画
に
対
す
る
意
見
表
明

ビ
)

圏
域
自
立
支
援
協
議
会

[市
町
村
、
事
業
者
、
専
門
機
関
、
当
事
者
、
関
係
機
関
]

平
成
2
9
年
度
神
奈
川
県
障
害
者
自
立
支
援
協
議
会
の
運
営
イ
メ
ー
ジ

圏
域
事
業

調
整
会
議

研
修
企
画

部
会

権
利
擁
護

部
会

課
題
別
部
会

必
要
に
応
じ
て
設
置

地
域
で
課
題
と
な
っ
て

い
る
事
項
等
の
報
告
、

情
報
提
供

助
言
、
市
町
村
の

取
組
み
へ
の
協

力
・
支
援

・
・
共
通
性
の
高
い
地
域
課
題
の
抽
出

・
課
題
の
解
決
方
法
の
検
討

県
事
業
に
お
け
る

具
体
策
の
提
示

基
幹
相
談
支
援
ｾ
ﾝ
ﾀ
ｰ

A
市

Ａ
市
協
議
会

委
託

B
市

B
市
協
議
会

C
町

C
町
協
議
会

相
談
支
援

事
業
者

神
奈
川
県
障
害
者
自
立
支
援
協
議
会

障
害
児
・
者
の
視
点
に
立
っ
た
、
質
の
高
い
相
談
支
援
体
制
の
整
備
等
を
促
進
す
る
た
め
の
意
見
聴
取
、
意
見
交
換

・
県
事
業
に
よ
る
市
町
村
支
援

・
市
町
村
の
参
考
と
な
る
先
進
的
取
組
み
の
紹
介

・
基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
の
設
置
促
進
、
連
携

フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

・
相
談
支
援
を
通
じ
て
事
例
収
集
、
具
体
的
な
支
援
を
提
供

・
市
町
村
の
自
立
支
援
協
議
会
に
お
け
る
意
見
交
換
を
通
じ
て
、
関
係
機
関
の
連
携
強
化

・
地
域
課
題
の
解
決
に
向
け
て
、
身
近
な
地
域
資
源
を
活
用
し
た
取
組
み
を
推
進

地
域
課
題
の
抽
出
・支
援
の
検
討

活
動
報
告

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
連
絡
会

情
報
提
供
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神奈川県の相談支援体制 

 

 

 

 

ｈ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本相談

児童発達支援

サービス利用

障害者
虐待防止

成年後見利用

計画相談
障害児相談

地域相談

市町村

基幹相談支援センター等

障害保健福祉圏域地域生活ナ
ビゲーションセンター(圏域
自立支援協議会事務局)

保健福祉事務所

市町村協議会

圏域自立支援協議会

県自立支援協議会

広域性 専門性

地域性 個別性

精神保健福祉ｾﾝﾀｰ 総合療育相談ｾﾝﾀｰ 発達障害支援ｾﾝﾀｰ

総合ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 障害者就労相談ｾﾝﾀｰ

コンサルテーション
相談支援等
ネットワーク

人材育成支援
（事例検討）

コンサルテーション

児童相談所

県と市町村の重層的な相談支援体制の構築 

 

 

○市町村事業 

・地域性に応じた個別的な支援 

・一般相談支援、計画相談支援、障害児相談支援、地域相談支援 

・児童発達支援の整備 

・成年後見制度利用支援 

・基幹相談支援センターの設置 

○障害保健福祉圏域ネットワーク形成事業（5圏域） 

・圏域自立支援協議会の運営、地域協議会の支援 

・相談支援等のネットワーク形成 

・圏域における地域課題の把握 

○県事業 

・専門性の高い相談支援 

・広域的な対応が必要な支援 

・人材育成 等 

＊コンサルテーション…専門機関による個別事例に対する診断、技術的助言等 

 
障害者雇用促進センター 
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横
浜
市
の
相
談
支
援
体
制

 

 福
祉
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
の
有
無
に
関
わ
ら
ず
障
害

に
よ
っ
て
生
活
の
し
づ
ら
さ
や
困
難
を
抱
え
て
い

る
方
へ
の
支
援
の
中
心
を
担
う
と
と
も
に
、
相
談
支

援
専
門
員
等
の
サ
ポ
ー
ト
を
し
ま
す
。

 

 計
画
相
談
支
援
を
使
う
方
の
支
援
の
中
心
を
担
い
ま

す
。

 

指
定
特
定
相
談
支
援
事
業
所
 

一
次
相
談
支
援
機
関
 

区
福
 

基
幹
 

両
輪
 

生
活
支
援
 

 

 日
頃
の
関
わ
り
か
ら
悩
み
や
困
り
ご
と
を
受
け
止

め
、
支
援
機
関
に
つ
な
げ
ま
す
。

 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

な
ど

 

身
近
な
相
談
者
 

医
療
機
関
 

学
校
 

近
隣
住
民
 

施
設
 

GH
 

サ
ー
ビ
ス
提
供
事
業
所
 

 障
害
者
や
家
族
か
ら
の
相
談
を
受
け
る
と
と
も
に
、

機
関
の
専
門
性
を
生
か
し
て
、
基
幹
、
区
福
、
生
活

支
援

C
を
は
じ
め
と
し
た
支
援
者
の
サ
ポ
ー
ト
を
し

ま
す
。

 

 

二
次
相
談
支
援
機
関
 

サ ポ ー ト  

サ
ポ
ー
ト

 

連
携

 

連
携

 

連
携

 

連
携

 

本
人
・
家
族
・
地
域
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1

【
】

障
害
の
あ
る
人
も
な
い
人
も
、
お
互
い
を
尊
重
し
な
が
ら
と
も
に
支
え
合
う
、
自
立
と
共
生
の
地
域
社
会
の
実
現
へ

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
事
業
所
等

特
定
相
談
支
援
事
業
所

地
域
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

（
地
域
み
ま
も
り
支
援
セ
ン
タ
ー
）

日
常
的
な
サ
ー
ビ
ス
提
供
場
面
等

に
お
け
る
相
談

・
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
利
用
に
関
す
る
相
談

・
生
活
全
般
に
わ
た
る
相
談

障
害
種
別
、
年
齢
、
課
題
の
種
類
を

問
わ
な
い
相
談

専
門
的
な
評
価
や

支
援

・
基
本
相
談
支
援

・
計
画
相
談
支
援

連
携

連
携

・
身
近
な
存
在
の
支
援
者
と
し
て
直
接

サ
ー
ビ
ス
提
供
を
行
う
と
と
も
に
、

サ
ー
ビ
ス
提
供
の
場
面
等
に
お
い
て

適
宜
相
談
を
受
け
る
。

・
受
け
た
相
談
を
関
係
者
と
共
有
し
、

チ
ー
ム
で
支
援
を
行
う
。

自
立
支
援
協
議
会

【
高
齢
・
障
害
課
障
害
者
支
援
係
の
主
な

役
割
】

・
相
談
窓
口
と
し
て
広
く
相
談
を
受

け
る

・
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
や
障
害
福
祉

サ
ー
ビ
ス
等
を
利
用
し
て
い
な
い

方
へ
の
支
援

・
危
機
介
入
が
必
要
な
方
へ
の
支
援

・
複
雑
な
生
活
課
題
を
抱
え
て
い
る

方
へ
の
支
援

・
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
の
支
給
決
定

・
適
正
な
制
度
運
用

・
自
立
支
援
協
議
会
の
運
営

な
ど

【
主
な
役
割
】

・
相
談
窓
口
と
し
て
広
く
相
談

を
受
け
る

・
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
を
利
用

し
て
い
な
い
方
へ
の
支
援

・
一
定
程
度
の
集
中
的
な
支
援
が
必

要
と
考
え
ら
れ
る
方
に
対
す
る
計

画
相
談
支
援
、
地
域
相
談
支
援

・
自
立
支
援
協
議
会
へ
の
参
画

直
接
的
な
支
援
を
行
う

身
近
な
支
援
者

生
活
全
般
に
渡
る
支
援
を

ト
ー
タ
ル
に
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト

個
別
の
課
題
を
地
域
の
課
題
と
し
て
抽
出
し
、
課

題
解
決
に
向
け
た
協
議
を
行
う

【
個
別
支
援
計
画
等
】

・
必
要
な
ア
セ
ス
メ
ン
ト
を
更
に

深
め
、
本
人
の
願
い
を
か
な
え

る
た
め
に
、
よ
り
具
体
的
な
支

援
内
容
を
盛
り
込
ん
だ
も
の
。

・
事
業
所
内
の
職
員
が
本
人
と
同

じ
方
向
を
向
い
て
支
援
し
て
い

く
べ
き
指
針
と
な
る
も
の
。

【
支
援
の
イ
メ
ー
ジ
】

・
当
該
事
業
所
で
提
供
す
る
サ
ー

ビ
ス
等
を
「
深
め
る
」
支
援
。

【
サ
ー
ビ
ス
等
利
用
計
画
】

・
生
活
全
般
を
ア
セ
ス
メ
ン
ト
し
、

本
人
の
願
い
を
中
心
に
、
生
活

や
支
援
の
全
体
像
を
示
し
た
も

の
で
あ
り
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ

ス
等
の
必
要
性
を
示
し
た
も
の
。

・
本
人
含
め
、
複
数
の
関
係
者
が

同
じ
方
向
を
向
い
て
支
援
し
て

い
く
べ
き
指
針
と
な
る
も
の
。

【
支
援
の
イ
メ
ー
ジ
】

・
サ
ー
ビ
ス
等
を
「
つ
な
げ
る
」

「
広
げ
る
」
支
援
。

計
画
相
談
支
援
の

中
心
的
な
担
い
手

専
門
機
関

サ
ポ
ー
ト

各
区
に
お
け
る
相
談
支
援
の

中
核
的
な
役
割

連
携

【
上
記
の
ほ
か
、
以
下
も
主
な
役
割
】

・
地
域
づ
く
り
（
自
立
支
援
協
議
会
の
運
営
な

ど
）

・
権
利
擁
護
（
虐
待
の
早
期
発
見
・
防
止
、
成

年
後
見
制
度
利
用
支
援
な
ど
）

・
地
域
の
相
談
支
援
体
制
強
化
の
取
り
組
み

（
相
談
支
援
従
事
者
に
対
す
る
支
援
、
研
修
の

企
画
・
運
営
）

・
総
合
的
な
相
談
支
援

な
ど

専
門
的
な

評
価
・

支
援
、

連
携

サ
ポ
ー
ト

社
会
資
源
の
改
善
、
開
発

専
門
的
な
評
価
や
支
援

な
ど

※
計
画
相
談
支
援
の
流
れ
・依
頼

相
談
機
関
で
ニ
ー
ズ
把
握

⇒
特
定
相
談
支
援
事
業
所
又
は
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
に
て
計
画
相
談

支
援
実
施
。
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
で
実
施
し
た
場
合
は
、
状
況
を
評

価
し
て
特
定
相
談
支
援
事
業
所
へ
依
頼
す
る
。

相
談
支
援
セ
ン
タ
ー
に
よ
る
計
画
相
談
支
援
の
実
施
は

個
別
の
状
況
に
応
じ
た
一
定
期
間

身
近
な
行
政
機
関

障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
て
い
な
い

既
に
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
し
て
い
る

専
門
的
な

評
価
や
支
援

地
域
の
身
近
な
相
談
窓
口

・
障
害
者
更
生
相
談
所

・
精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

・
れ
い
ん
ぼ
う
川
崎

・
地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー

シ
ョ
ン
セ
ン
タ
ー
（※
）

高
齢
・
障
害
課

児
童
家
庭
課

保
護
課

衛
生
課

（
地
域
み
ま
も
り
支
援
セ
ン
タ
ー
）

地
域
ケ
ア
推
進
担
当

地
域
支
援
担
当

保
育
所
等
・
地
域
連
携

学
校
・
地
域
連
携

（
※
）
地
域
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ

ン
セ
ン
タ
ー

井
田
障
害
者
セ
ン
タ
ー

百
合
丘
障
害
者
セ
ン
タ
ー

障
害
者
更
生
相
談
所

（
南
部
地
域
支
援
室
）

【
主
な
機
能
］

・
総
合
評
価
支
援

・
専
門
的
相
談
支
援

・
年
齢
・
障
害
種
別
を

超
え
た
チ
ー
ム
ア
プ

ロ
ー
チ

総
合
相
談
窓
口

計
画
相
談
支
援
の
流
れ

・
依
頼
（
※
）

川
崎
市
の
障
害
者
相
談
支
援
体
制
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療
育
相
談

精
神
保
健
相
談

身
体
障
害
・知
的
障
害
分
野

大
圏
域

中
圏
域

小
圏
域

重
層
的
か
つ
総
合
的
な
相
談
支
援
体
制
　
(相
模
原
市
)

児
童
/障
害
児

障
害
福
祉
相
談

精
神
障
害
分
野

障
害
者 精
神
障
害
者
地
域

活
動
支
援
セ
ン
タ
ー

・
生
活
に
関
す
る
相
談

児
童
相
談
所

・
児
童
に
関
す
る
専
門
的
な
相
談

・
一
時
保
護
、
施
設
入
所
措
置

等

精
神
保
健
福
祉
セ
ン
タ
ー

・
専
門
相
談
（
ひ
き
こ
も
り
・
依
存
症
対
策
）
等

障
害
者
更
生
相
談
所

・
身
体
障
害
者
、
知
的
障
害
者

に
対
す
る
専
門
的
な
相
談

陽
光
園 ・
療
育
相
談

・
発
達
障
害
者
支
援

子
育
て
支
援
セ
ン
タ
ー
課

・
母
子
保
健
・
子
供
の
発
達
や
障
害
つ

い

て
の
相
談

・
療
育
支
援

児
童
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー

・
家
族
支
援

・
ケ
ー
ス
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
の
招
集
、
実
施

・
グ
ル
ー
プ
ス
ー
パ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
の
実
施 障
害
児
相
談

支
援
事
業
所

・
障
害
児
相
談
支
援

（
障
害
児
支
援
利
用
援
助
）

本
人
・家
族

相
談

＜
医
療
機
関
・
保
育
園
・幼
稚
園
経

由
、
ま
た
は
直
接
＞

相
談

相
談

相
談

相
談

連
携

分
担

連
携

ケ
ー
ス
移
行

連
携

連
携

連
携

連
携

ス
ー
パ
ー
バ
イ
ズ

連
携

連
携

専
門
相
談

連
携

専
門
相
談

連
携

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

・
三
障
害
に
対
応
し
た
総
合
的
な
相
談
業
務

・
相
談
支
援
事
業
所
の
支
援

・
相
談
支
援
専
門
員
へ
の
ス
ー
パ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
、
人
材
育
成
、
研
修

・
相
談
支
援
の
標
準
化

・
市
自
立
支
援
協
議
会
の
運
営

・
権
利
擁
護
、
虐
待
防
止
対
策
へ
の
協
力

・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

相
談
支
援
キ
ー
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

・
継
続
的
、
定
期
的
な
訪
問
相
談

・
ケ
ー
ス
カ
ン
フ
ァ
レ
ン
ス
の
招
集
、
実
施

・
グ
ル
ー
プ
ス
ー
パ
ー
ビ
ジ
ョ
ン
の
実
施

指
定
特
定
・一
般
相
談
支
援
事
業
所

・
計
画
相
談
支
援
（
サ
ー
ビ
ス
利
用
計
画
）

・
地
域
相
談
支
援
（
地
域
移
行
・
定
着
支
援
）

・
基
本
相
談
支
援
（
一
般
的
な
電
話
相
談
等
）

連
携

ケ
ー
ス
カ
ン
フ
ァ
依
頼

障
害
福
祉
相
談
課
等

・
障
害
福
祉
制
度
の
総
合
的
な
相
談
窓
口

・
精
神
保
健
福
祉
相
談
、
保
健
指
導

・
手
帳
交
付

・
手
当
、
補
装
具
、
自
立
支
援
医
療
、
障
害
福
祉
サ
ー
ビ
ス
等
の
申
請
～
決
定

・
普
及
啓
発
、
集
団
指
導
（
心
理
教
育
を
含
む
）
等

相
談

相
談

連
携

連
携

専
門
相
談

連
携

連
携
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